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序　　　　　文

ネパール王国では急峻な地形と雨期の豪雨により、土砂と水に起因する自然災害が発生しやす

く、人命・財産に多大な被害が生じている。このため国際協力事業団は、ネパール政府の要請を

受けて 1991年 10月から約７年半にわたり「ネパール治水砂防技術センター（ＤＰＴＣ）プロジェク

ト」の技術協力を行い、治水・砂防の技術開発と技術者養成に努めてきた。この成果を踏まえてネ

パール政府はこのほど、防災工法の低コスト化と住民参加による防災活動の推進をめざす新たな

プロジェクト方式技術協力を我が国に要請してきた。

これを受けて当事業団は、1998年９月から事前、短期各調査を重ねてきたが、今般、これら調

査結果を踏まえて、プロジェクト開始に向けた協議および調査を行うため、1999年（平成11年）７

月３日から同 14日まで、建設省大臣官房付　亀江幸二氏を団長とする実施協議調査団を現地に派

遣した。同調査団はネパール側関係各機関との協議・調査を行った結果、プロジェクトのフレー

ムワークに合意し、討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わした。これにより「ネパール自然災害

軽減支援プロジェクト」が 1999年９月１日から５年間にわたって実施されることになった。

本報告書は、同調査団の報告書と、それに先立つ短期調査団（1999年３月９日～同 25日：亀江

幸二団長）の報告書を合わせたもので、今後のプロジェクトの展開に広く活用されることを願うも

のである。

ここに、調査団の各位をはじめ、調査にご協力いただいた外務省、建設省、在ネパール日本大

使館など内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いす

る次第である。

平成 11年８月

国際協力事業団

理事　泉　堅 二 郎
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１． 実施協議調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

ネパール王国においては、急峻な地形・雨期の豪雨などにより、土砂・水に起因する災害が毎

年多数発生し、人命・財産に多大な被害が生じている（1996年は死者数 258名、全壊戸数１万4037

戸、被害総額約 119億ルピー（約237億円：内務省調べ）。ＪＩＣＡはこの状況に対処すべく、1991

年 10月から約７年半にわたり「ネパール治水砂防技術センター（ＤＰＴＣ）プロジェクト」を実施

し、ネパールに適した基礎的な防災工法の開発、防災担当者に対する技術研修、データベースの

構築などに協力してきた。この結果、防災工法に係る各種ガイドラインが取りまとめられ、241名

の技術研修が行われたほか、災害関連データベースが整備されるなどの成果があった。本プロ

ジェクトを通じ、ＤＰＴＣにはプロジェクトの実施機関（水資源省）のみならず内務省などほかの

防災関係機関からも厚い信頼が寄せられている。

ネパール政府はこうした成果を踏まえ、ネパール全土において自然災害を軽減するためには、防

災工法の低コスト化を進めるとともに、地域と災害の特性に応じた住民参加による防災活動を促進

する必要があるとして1997年 11月、新規のプロジェクトを要請してきた。これを受けてＪＩＣＡ

は、1998年９月に事前調査団を派遣してプロジェクトの骨格を整理し、さらに1999年３月には短

期調査団を派遣してネパール側とより詳細な活動計画を策定した。この２回の調査により、プロ

ジェクトのマスタープランがほぼ固まった。

実施協議調査団は、プロジェクトを開始するにあたり、さらに確認する必要のある事項につき

協議・調査し、討議議事録（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ）を取りまとめるとともに、Ｒ／Ｄ

に記述する内容ではないものの、プロジェクト開始に先立ちネパール側に確認すべき事項（活動計

画＝ＰＯ＝等）について協議・調査して、その結果をミニッツに取りまとめることを目的に派遣さ

れた。

１－２　調査団の構成

（1）団長／総括／災害復旧 亀　江　幸　二 建設省大臣官房付

（2）地域防災 森　川　　　智 和歌山県土木部砂防課主査

（3）洪水軽減 入　口　和　明 奈良県土木部道路建設課主査

（4）協力企画 佐々木　健　一 国際協力事業団社会開発協力部

社会開発協力第一課特別嘱託
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１－３　調査日程

調査期間：1999年７月４日から７月 13日まで（派遣期間は７月３日から 14日）

日順 月　日 曜 時　間 行　　程 業務内容

１ ７月３日 土 1100/1530 東京／バンコク(TG641) 移動（亀江・森川・佐々木：成田発）
1145/1535 大阪／バンコク(TG623) （入口：大阪発）

２ ７月４日 日 1030/1235 バンコク／カトマンズ   (TG319) 移動
1500/1540 ネパール治水砂防技術センター（ＤＰＴＣ）表敬、調査日程確認
1540/1900 ＤＰＴＣ 日程確認、対処方針説明／協議

３ ７月５日 月 1030/1100 ＪＩＣＡ事務所 日程確認、打合せ
1130/1200 日本大使館 表敬、調査方針説明
1330/1350 水文気象局 表敬、調査方針説明
1400/1420 道路局 表敬、調査方針説明
1430/1455 土壌保全流域管理局 表敬、調査方針説明
1505/1525 トリブバン大学工学部 表敬、調査方針説明
1610/1640 国際山岳総合開発センター 表敬

４ ７月６日 火 0930/1030 ＤＰＴＣ Ｒ／Ｄ、Ｍ／Ｄ案協議
1100/1120 内務省 表敬、調査方針説明
1130/1150 水資源省 表敬、調査方針説明
1155/1220 水資源省 表敬、調査方針説明
1400/1420 灌漑局 表敬、調査方針説明
1430/1455 ＵＮＤＰ 表敬
1525/1545 総務省 表敬

５ ７月７日 水 0930/1110 ＤＰＴＣ Ｍ／Ｄ協議（組織・予算・カウンターパート配置など）
1200/1220 大蔵省 表敬、調査方針説明
1430/1445 教育省 表敬、調査方針説明
1530/1550 国家計画委員会 表敬、調査方針説明
1600/1620 水資源省 表敬、調査方針説明
1630/1655 水エネルギー委員会 表敬、調査方針説明

６ ７月８日 木 1000/1200 合同委員会 Ｒ／Ｄ、Ｍ／Ｄなどの検討
1230/1730 ＤＰＴＣ 合同委員会協議内容確認、日本側報告、最終

Ｒ／Ｄ、Ｍ／Ｄ、ＰＤＭ、ＴＳＩ、ＰＯ作成
７ ７月９日 金 1000/1110 ＤＰＴＣ 供与機材計画検討

1115/1500 カトマンズ近郊 水理模型実験施設・材料試験場、重機保管庫視察
1900/2100 サンセットビュー・ホテル ＤＰＴＣ主催夕食会

８ ７月10日 土 終日 宿舎／市内 資料整理、生活環境調査
９ ７月11日 日 1000/1130 ＤＰＴＣ Ｒ／Ｄ・Ｍ／Ｄ署名準備

1200/1230 ＤＰＴＣ Ｒ／Ｄ・Ｍ／Ｄ署名・交換、プレスリリース
1900/2100 ソルティー・ホテル 調査団主催夕食会

10 ７月12日 月 1030/1100 バクタプール市 モデルサイト視察（入口、森川、山口専門家）
1030/1110 ＪＩＣＡ事務所 報告（亀江、佐々木、岡本専門家）
1130/1200 日本大使館 報告（亀江、佐々木、岡本専門家）
1300/1320 水資源省 表敬（亀江、佐々木、岡本専門家、石塚書記官）
1430/1500 ＤＰＴＣ ＵＮＤＰ連携の可能性（亀江、佐々木、岡本専門家）
1530/1640 ＪＩＣＡ事務所 諸手続きなど打合せ、現地業務費精算（佐々木）
1830/2030 ＤＰＴＣ ＤＰＴＣ職員との懇親

11 ７月13日 火 午前 宿舎 資料整理
1340/1810 カトマンズ／バンコク(TG320) 移動

12 ７月14日 水 1050/1900 バンコク／成田(TG640) 移動（亀江・佐々木：成田着）
0915/1635 バンコク／大阪(TG728) （入口・森川：大阪着）

ネパールの休日・祝祭日
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１－４　主要面談者

（1）ネパール治水砂防技術センター（ＤＰＴＣ）

Mr. K. P. Rizal 所長

Mr. A. K. Pradhan 総務課長　

Mr. D. Bhattarai 技術開発課長

Mr. A. K. Sharraf 情報課長

（2）水資源省（ＭＷＲ）

HE. G. R. Joshi Minister

Mr. B. R. Regmi Secretary

Mr. Y. T. Vaidya Special Secretary

Mr. M. M. Shrestha Joint Secretary

Mr. D. R. Regmi Joint Secretary

（3）国家計画委員会（ＮＰＣＳ）

Mr. R. N. Vaidya Hon'ble Member

（4）大蔵省（ＭＯＦ）

Mr. M. P. Ghimire Joint Secretary

（5）内務省（ＭＯＨ）　

Mr. C. K. Sherestha Joint Secretary

Dr. M. B. P. Chhetri Under Secretary

（6）教育省（ＭＯＥ）

Mr. C. B. Khada Acting Secretary

（7）総務省（ＭＯＧＡ）

Mr. S. N. Manandhar Special Secretary

（8）道路局（ＤＯＲ）　

Mr. N. P. Chalise Director General
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（9）土壌保全流域管理局（ＤＳＣＷＭ）

Mr. M. P. Wagley Director General

（10）灌漑局（ＤＯＩ）

Mr. R. L. Kayastha Director General

（11）水エネルギー委員会（ＷＥＣＳ）

Mr. S. N. Paudel Executive Secretary

（12）水文気象局（ＤＨＭ）

Mr. K. S. Yogacharya Director General

Mr. A. P. Pokhrel Deputy Director General

（13）トリブバン大学（ＴＵ）工学部（ＩＯＥ）

Mr. J. R. Pokharel Dean, Institute of Engineering

（14）国際山岳総合開発センター（ＩＣＩＭＯＤ）

Mr. E. Pelinck Director General

（15）ＵＮＤＰネパール事務所

Mr. A. D. Adhikari Asst. Resident Representative

（16）在ネパール日本大使館

柳瀬　友彦 大使

肆谷　鴻一 公使

石塚　忠範 書記官

（17）ＪＩＣＡネパール事務所

長谷川　謙 事務所長

矢部　哲雄 次長

新井　和久 所員
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（18）ネパール治水砂防技術センター個別派遣専門家

岡本　正男

山口　真司
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２．要約

本実施協議調査団は 1999年７月４日から同 13日までネパール王国を訪問し、「ネパール自然災

害軽減支援プロジェクト」について、治水砂防技術センター（ＤＰＴＣ）、水資源省をはじめと

するネパール側関係機関との協議およびプロジェクト合同委員会における協議を通じて、調査・

検討を行った。協議で合意された事項は討議議事録（Ｒ／Ｄ）、ミニッツ（Ｍ／Ｄ）に取りまとめて

７月 11日、水資源省の Bishwa Raj Regmi次官と亀江幸二調査団長との間で署名を取り交わした

（付属資料１．および２．）。

この結果、本プロジェクト方式技術協力は、1999年９月１日から５年間にわたって実施される

こととなった。

プロジェクト協力の主な内容と協議・調査結果の要旨は以下のとおりである。

（1）プロジェクトはネパール王国における土砂・水に起因する災害の軽減を最終目標にネパー

ル政府および地域社会の土砂・水災害への対応能力の強化・促進をめざす。

（2）（1）の目標の達成のため、低コストで自然・社会条件に適した防災技術・工法を開発・設計

し、モデル施工を行う一方、地域の住民参加型防災活動を促進・支援することにより、地域

特性に応じた防災対策を構築する。

また、ネパール王国において災害復旧を促進するため、ＤＰＴＣ内に災害復旧のための体

制を整備し、災害調査委員会を設置して関係機関との連携を図りつつ、住民参加を含むモデ

ル応急復旧工事を行う。さらに、プロジェクトの成果を防災関係機関の間で広く共有し、相

互の連携を強化するため、各種研修・セミナー・ワークショップなどの実施、トリブバン大

学における防災科目の開設に係る技術支援などを行う。

（3）日本側は長期専門家６名（チーフアドバイザー、業務調整、地域防災計画、洪水軽減、土砂

災害軽減、災害復旧）を派遣するほか、年間 10名程度の短期専門家派遣、年間４名程度の研

修員受入れを行い、プロジェクト活動に必要な機材の供与、ローカルコストの支援を行う。ネ

パール側はカウンターパートおよびその他の職員を配置するとともに、ＤＰＴＣの土地、建

物および設備を提供し、さらにモデル工事実施費用と運営管理費を支出する。

（4）プロジェクトは水資源省を実施機関とし、同省次官がすべての責任を、ＤＰＴＣ所長が技

術的運営の責任を負う。日本側は、ほかのプロジェクトの例にならい、同次官をプロジェク

トダイレクター（Project Director）、ＤＰＴＣ所長をプロジェクトマネージャー（Project
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Manager）と呼称することを提案したが、この呼称はネパール王国の慣例に即さないとの強い

意見がネパール側から出たため、名称は削除することとし、Ｒ／Ｄの該当箇所を削除・修正

した。また、プロジェクト合同委員会は呼称を「合同調整委員会」に改めるとともに、構成委

員に教育省およびトリブバン大学工学部を加えることで合意した。

（5）ＤＰＴＣの恒久化については、７月中にも閣議決定される見込みが明らかになったが、プ

ロジェクト開始前の早期の恒久化実現を要望する旨、ミニッツに記入した。

（6）事前・短期両調査の結果を踏まえ、ＤＰＴＣ派遣の個別専門家を通じて協議・調整してき

たプロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）および全体活動計画（ＰＯ）を確認し、ミ

ニッツに AnnexⅡ、Ⅲとして添付した。なお、ＰＤＭ、ＰＯともにプロジェクト開始後プロ

ジェクトチームを中心に再度検討して合同調整委員会に諮り、最終版とすることにした。

（7）調査団は協議日程の合間にサイト調査を行い、ゴダワリ屋内水理模型実験施設・材料試験

場、バネスワール重機保管施設、地域防災モデル候補サイト（バクタプール市チャングナラヤ

ン村、カトマンズ市ムルパニ村）を視察した。
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３．討議議事録の交渉経緯

３－１　交渉経緯

３－１－１　ネパール側関係機関との個別協議

７月４日から７日にかけて、ネパール側関係機関を個別に表敬するとともに、日本側の討議

議事録（Ｒ／Ｄ）案を提示しつつ調査団の方針を説明し、協議および調査を行った。

主な内容は次のとおりである。

（1）ＤＰＴＣの恒久化

ＤＰＴＣ、水資源省、総務省で聴取した結果、恒久化案は近日中に総務省の決裁を経て

大蔵省に送付され、その後閣議決定されるが、既に閣議でも基本的了解は得ており、７月

中には閣議決定を了する見込みであるとの回答を得た。

（2）ネパール側署名者

調査当初、ＤＰＴＣ所長から、水資源省次官ではなく、実質的な政策担当責任者である

次官補（Special Secretary）をＲ／Ｄおよびミニッツのネパール側署名者としたいとの打

診があった。これに対し調査団は、治水砂防技術センタープロジェクト（フェーズⅠ）の署

名者が次官であったこと、またプロジェクト運営管理の最高責任者である合同委員会の委

員長と署名者が同一であることが望ましいことを説明し、最終的に予定どおり次官との間

でＲ／Ｄおよびミニッツの署名を取り交わした。

（3）合同調整委員会の構成

プロジェクトでは、小中学校の防災教育、トリブバン大学工学部における防災科目開設

支援も活動としているので、教育省およびトリブバン大学に対し、プロジェクト合同調整

委員会への参加を打診し、口頭で了承を得た。

（4）討議議事録（Ｒ／Ｄ）案

ＤＰＴＣおよび水資源省との協議において、以下の事項について強い要望があった。

1） プロジェクトの運営管理

Ｒ／Ｄ案の付属書Ⅳ．１～３の Project Director、Project Managerの記載について、

これを削除するよう強く要望された。ネパール側によれば、次官はすべてのプロジェク
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ト（事業）の最終責任者であり、特定のプロジェクトの Project Directorとなった事例は

なく、またＤＰＴＣ所長（Director General）に相当する立場の者が Project Managerと

なることもないとのことであった。協議の結果、ＪＩＣＡ本部の承認を得たうえで、当

該箇所をそれぞれ【　】内のとおり修正し、プロジェクト合同委員会に提示した。

Ⅳ．ADMINISTRATION OF THE PROJECT

1. The Secretary of the Ministry of Water Resources, as the Project Director

【削除】will bear the overall responsibility of the Project.

2. The Director of the Water Induced Disaster Prevention Technical Centre

(hereinafter referred to as “DPTC”), as the Project Manager【削除】will be

responsible for the managerial and technical matteres of the Project.

3. The Japanese Chief Advisor will provide necessary recommendations and

advice to the Project Director and the Project Manager【The Secretary of

the Ministry of Water Resources and The Director of DPTC】on any matters

pertaining to the implementation of the Project.

2） ネパール側の負担

Ｒ／Ｄ案の付属文書のネパール側の負担事項のうち、専門家の出張旅費および住居の

提供にかかる以下の条項については、これを履行することは困難であり、また1999年３

月に終了した「治水砂防技術センタープロジェクト（ＤＰＴＣ）」のＲ／Ｄでは記載のな

かった事項であるとして、当該箇所の削除が強く要望された。これに対し調査団から、こ

れらの経費については現実的にはＪＩＣＡ側で負担しており、直ちにその履行を求める

ものではないが、プロジェクトの実施にかかる相手国のオーナーシップを求める日本側

の基本姿勢である旨を説明し、その結果、以下のとおりとすることで合意に達した。

Ⅲ．MEASURES TO BE TAKEN BY HIS MAJESTYS GOVERNMENT OF NEPAL

6. In accordance with the laws and regulations in force in the Kingdom of

Nepal, His Majesty's Government of Nepal will take necessary measures to

provide at its own expense for the Project:

（4）Means of transport and travel allowances for the Japanese experts for

official travel within the Kingdom of Nepal; and

（5）Suitably furnished accommodations for the Japanese experts and their

families.



- 14 -

これについては、現状ではネパール側による履行が困難であることを配慮して、ミ

ニッツで補足説明を加えることとし、Ｒ／Ｄは日本側案のとおりとすることで合意を得

た。

（5）ＤＰＴＣの実施体制（カウンターパートの配置）

現状のＤＰＴＣ職員リストの提出を得てこれをミニッツに添付（AnnexⅠ）した。また、そ

れぞれのプロジェクト活動に対応する組織体制およびカウンターパート配置の確認を求め

たが、組織恒久化前に新たな組織案を公表することは困難とされた。このため、プロジェ

クト開始までにＤＰＴＣ側が新たな組織案に基づくカウンターパートリストを作成し、

ＪＩＣＡネパール事務所を通じて日本側に通報することとし、その旨をミニッツに記載し

た。

（6）プロジェクト活動計画

これまでの事前調査・短期調査の結果を踏まえ、ＤＰＴＣ派遣の個別専門家を通じて

ＤＰＴＣ側と協議調整を行ってきたプロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）およ

びプロジェクト全体活動計画（ＰＯ）を確認し、それぞれ添付（AnnexⅡ・Ⅲ）した。

なお、ネパール側からＰＤＭ、ＰＯなどについての修正意見が出されたが、これらにつ

いては確定したものではないことを説明するとともに、プロジェクト開始後に専門家・カ

ウンターパートによるプロジェクトチームを中心に、ＰＤＭ、ＰＯを再度検討し、年間活

動計画（ＡＰＯ）とともに作成し、改めて合同調整委員会に諮ることとした。また、現在

ＰＤＭの指標および指標の入手手段は未策定であるが、プロジェクト開始後可能な限り早

い段階でプロジェクト・サイクル・マネージメント（ＰＣＭ）の専門家を派遣して検討する

こととした。

（7）その他

訪問した関係機関から一様に、終了したＤＰＴＣプロジェクトへの高い評価と新プロ

ジェクトへの期待が表明された。

そのほか、プロジェクトの実施には直接関係しないと思われるが、以下のような意見交

換があった。

1） 水文気象局：1993年の激甚災害を教訓に、予警報システム確立のためテレメーター設

置などが必要である。氷河湖決壊の危険も依然として高く、排水工事を行っているほか、

下流域 19か所に警報設備を設置しているが、さらなる対策が必要となっている。
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これに対しては、調査団からは特にコメントはしなかった。

2） 国家計画委員会：国会議員からの援助案件に関する要望は、飲料水・電気関連設備の

敷設に次いで洪水対策があがっており、プロジェクトの意義は非常に高い。現在は個々

の災害に対応している状態であるが、より効率的な開発・災害軽減のためには、ＪＩＣＡ

の行った流域総合開発計画（開発調査）のような総合的な計画作成が必要であり、将来的に

ＤＰＴＣにその役割も期待したい。可能であればそのための予算配分も考えたい。

これに対し、調査団からは、プロジェクトなどを通じてカウンターパートが知識と経

験を蓄積してゆくことで、ＤＰＴＣがこうした計画策定・提言を行うことは将来的には

可能と考えるが、現状の人員・予算では困難と思われる旨コメントした。

3） 水エネルギー委員会事務局：水資源にかかる各種調査・研究を共同で行うパートナー

を求めており、プロジェクトを通じた資金提供を是非検討して欲しい。

これに対し、調査団からは、プロジェクトを通じてさらに第三者機関に資金提供を行

うことは困難であること、調査団はプロジェクト以外の援助についてコミットする立場

にないことを説明し、必要があれば日本大使館・ＪＩＣＡ事務所などに直接要望するよ

う回答した。

３－１－２　合同委員会

７月８日午前、ＤＰＴＣにおいて、ＤＰＴＣプロジェクト合同委員会委員のうちネパール大

蔵省を除く全委員が出席し、国会対応のため出席できなかった水資源省次官に代わり、同省 Y.

T. Vaidya次官補を議長に合同委員会（ＪＣ）が開催され、プロジェクト実施にかかるＲ／Ｄ案・

ミニッツ案の協議が行われた。

調査団はオブザーバーとして参加したが、議長の指名により、これまでのネパール側関係機

関との協議経緯も含め、Ｒ／Ｄ案・ミニッツ案について説明を行った。

最終的にミニッツ案を一部修正することを含め、出席者の合意を確認した（付属資料 3. 参

照）。

主な質疑応答の内容は以下のとおりである。

（1）Ｒ／Ｄ案

1） プロジェクトの運営管理

上記３－１－１項（4）の 1）で修正したＲ／Ｄ案付属書Ⅳ．３に関し、チーフアドバイ

ザーの助言の範囲は次官まで及ぶものではないとの意見がネパール側委員から出された
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が、調査団から、プロジェクト実施にかかる日本側責任者はチーフアドバイザーであり、

その立場はネパール側の責任者と対等であることを説明し、理解を得た。

2） ネパール側の負担

上記３－１－１項（4）の 2）に関し、Ｒ／Ｄ案付属書Ⅲ．６．（4）（5）の削除を求める意

見がネパール側から出され、これに対し調査団から上記のとおり日本側の考えを説明し、

合意を得た。

これを補足するミニッツ案については、当初；

4 Responsibilities of the Nepalese side

4-1 With reference to III-6 (4) and (5) of the Attached Document of the

R/D, Nepalese side expressed that HMG/N will continuously make utmost

efforts within its financial capacity although it might be difficult

to fulfill the condition immediately.

としていたが、「ネパール側の予算不足を指摘することとなり、不適切な表現である」

との意見がネパール側から出され、ＪＩＣＡ本部の承認を得たうえで当該箇所を；

4-1 With reference to III-6 (4) and (5) of the Attached Document of the

R/D, Nepalese side expressed that if HMG/N so desires, due consideration

will be given by Japanese side for arranging the facilities.

と修正することで、ネパール側の同意を得た。

また、これに関連してＪＩＣＡ事務所側から、現在ネパール側と技術協力協定を締結

するべく日本大使館と事前の準備協議を行っており、そのなかで同様の条項が記載され

る予定である旨が説明された。

3） プロジェクト合同調整委員会

ＤＰＴＣプロジェクトでは「Joint Committee：合同委員会」としていたが、今後これ

を「Joint Coordinating Committee：合同調整委員会」とすることを調査団から提案し、

合意を得た。また、プロジェクトの活動内容を踏まえ、新たに教育省、トリブバン大学

工学部代表を委員として加えることが合意された。さらにネパール側委員から、農業省・

地方開発省も合同調整委員会に加えるべきだとの意見も出されたが、合同委員会が大き

くなりすぎるとの指摘もあり、引き続き検討することとされた。
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（2）プロジェクト活動など

1） ＤＰＴＣ組織恒久化

日本大使館側からＤＰＴＣの組織恒久化の進捗状況について質問があり、これに対し

ＤＰＴＣ所長から、調査団と同行して総務省に確認したところ15日以内に恒久化が閣議

決定される見込みである旨回答があった。

2） プロジェクト活動計画

ネパール側委員から次のような発言があり、これらについてはプロジェクト開始後に、

ＰＤＭ、ＰＯ、ＡＰＯの見直しを行うなかで合わせて検討し、改めて合同調整委員会に

諮ることとした。

・地域防災モデル活動に関し、道路周辺での砕石・伐採などの人為的災害防止のため

の住民教育と法的な整備への取組みをマスタープランに含めるべきだ。

・プロジェクト活動にかかる関係機関との連携の具体的枠組みと方法（それぞれの責

任の範囲・連絡方法など）を明確にし、マスタープランに記載すべきである。

・プロジェクトの成果を図る指標の確認が必要だ。

３－１－３　その他

（1）プレスリリース

７月 11 日のＲ／Ｄ署名式には Nepal TV、Radio Nepal、新聞社（Kathmandu Post ／

Kantipur、Raising Nepal／ Gorkhapatra）の取材が行われ、ＪＩＣＡ事務所作成の資料を

配布するとともに、署名終了後、一部記者のインタビューを受けた。この模様は同日夜の

ＴＶニュースで約２～３分程度報道されたほか、翌日の新聞（付属資料５）にも大きく報道

されたが、特に開示したプロジェクトコスト（約９億円）が大きく取りあげられた。

（2）専門家派遣要請

長期専門家の派遣要請については、既に事務所を通じて調整が進んでおり、数日中に手

続きを完了する予定であることをＤＰＴＣ所長に確認するとともに、アドバンスコピーを

入手した。

（3）供与機材

プロジェクトの開始に伴い、1999年度・2000年度分の供与機材については、早急に要請

書（Ａ４フォーム）を取り付ける必要があるので、これまでＤＰＴＣ派遣個別専門家を通じ

て調整してきた機材供与計画に基づき、両年度分の必要機材を「Provisional Machinery and
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Equipment List for 1999/2000」として取りまとめ（付属資料６．）、調査団からの資料と

してＤＰＴＣ所長に提示し、今後の必要な手続きについて説明した。

（4）水資源省大臣表敬

12日午後、ＤＰＴＣ所長のアレンジにより、水資源省大臣を表敬し、調査報告を行った。

大臣からネパール王国に対する最大の援助国である日本の継続的な支援に対する感謝とと

もに、精神文化的に共通性のある両国間の緊密な関係が一層深まることを期待する旨が述

べられた。また、大臣から我が国のプロジェクトコストの内容説明を求められたため、内

訳には言及せずに専門家派遣・供与機材・研修員受入にかかる概算経費である旨を説明し

たが、投入額に対する関心の高さがうかがわれた。

また、席上、調査団からＤＰＴＣの組織恒久化早期実現への期待を表明したが、同大臣

は前総務省大臣を務めていたことから、即座に後任大臣である総務省大臣に直接電話し、

恒久化手続きの早急な処理を要望して頂いた。

（5）大使表敬

12日午前、日本大使館に柳瀬大使を表敬し、調査報告を行った。大使から、洪水・土砂

崩れなどによる被害が多発しているこの時期に、こうした災害に対する日本の新たな技術

協力案件のＲ／Ｄ署名が取り交わされ、テレビ・新聞などで大きく報道されたことは、ネ

パール王国における日本のプレゼンスを高めるうえでも大きな意義があったとの指摘が

あった。

また、ネパール王国においてこうした技術協力の成果を得るには、息の長い協力が不可

欠であり、フェーズⅢ・Ⅳといった協力の展開の可能性も考えつつ、プロジェクトを実施

されたい、との意見が述べられた。

３－２　討議議事録など

ネパール側と署名を取り交わした討議議事録（Ｒ／Ｄ）を付属資料１．に、ミニッツ（Ｍ／Ｄ）を

付属資料２．に掲げた。プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）はミニッツのAnnexⅡ、

活動計画（ＰＯ）は同Ⅱに添付されている。
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４．サイト調査

調査団は、プロジェクトの実施にかかる討議議事録（Ｒ／Ｄ）およびミニッツ（Ｍ／Ｄ）の記載内

容を中心に、関係者との協議・調査を行ったが、日程の合間に以下のサイト調査を行った。

４－１　ゴダワリ（Godavari）屋内水理模型実験施設・材料試験場

同施設には、急勾配可変水路と箱型水路を主とした屋内水理模型実験施設と、箱型地すべり崩

壊実験装置および地すべり発生装置からなる地すべり模型実験施設のほか、各種材料実験機器が

設置してある。これらの施設は整備状態も良く、プロジェクトにおいても、河川における水理諸

元・土石流・地すべり移動現象および対策工などに関する基礎的研究や実験を行うにあたり、機

能的な問題はないと思われる。また、急勾配可変水路と地すべり模型実験施設は、プロジェクト

における住民参加型の防災活動を促進する際、参加住民へのデモンストレーションに活用するこ

とも可能と思われる。

現施設の箱型水路は、急峻な山地地帯の河川を対象とした施設ではなく、テライ平原などの勾

配を有する河川に対応することを目的とした施設である。大規模な河川の流速などを再現するに

は現施設が小規模であることは否めないが、カトマンズ市周辺の河川規模であれば十分対応可能

と思われる。地域防災モデルのサイトは、プロジェクトの初期段階で最終的に決定されることと

なるが、各モデルサイトの地理的条件に応じた各種実験を行い、これらを公開することで対象地

域住民に対し増水時の河道変化や要対策箇所を視覚的に理解してもらうことができれば、住民参

加型の防災活動を促進するうえでも大きな役割を果たすことが期待される。

４－２　バネスワール（Baneshwar）重機保管施設

カトマンズ空港近くの道路局所有の重機保管／整備場内に、ＤＰＴＣの専用重機保管庫が設置

され、ＤＰＴＣプロジェクトで供与された重機が保管されている。保管庫は屋根を有するが、ス

ペースの関係で外に置かれている重機もみられた（重機運搬用トレーラなどはサイズが大きいた

め、どうしても保管庫内に入りきらない）。

保管庫はこれまで供与された重機で一杯であり、これに本プロジェクトで計画されている重機

が加わった場合、その保管場所の確保が問題となる。これについて、ＤＰＴＣ所長は現在の重機

をゴダワリ屋内水理模型実験施設に移動し、新しく供与される重機をバネスワールの保管庫に保

管する案を示しているが、ゴダワリの実験施設のスペースも十分ではなく、新たに土地を確保し

保管庫などの施設を建設する必要が生じる可能性もある。ＤＰＴＣ所長によれば、実験施設のそ

ばには公有地があり、ネパール側予算にて土地を確保し保管庫の建設が可能とのことであるが、

その実現性については、保管施設の環境整備や管理・メンテナンス体制などを含めて、慎重に調
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査・検討する必要があると思われる。

なお、道路局からは機材・スペアパーツの融通を条件にバネスワールのＤＰＴＣ保管庫の拡張

を可能にするとの申出もあるとのことであるが、供与機材はＤＰＴＣの管理の下に、引き続き

ＤＰＴＣプロジェクトの継続モデルサイトの工事などに優先的に活用されるべきこと、また災害

復旧活動に活用する可能性も全くない訳ではないこと、今後プロジェクトで供与される機材は災

害復旧活動に活用されるべきことをネパール側に十分説明しつつ、重機の保管、管理方法を検討

する必要があると思われる。

４－３　地域防災モデル候補サイト

地域防災モデル事業のモデルサイトについては、短期調査でも調査・検討されているが、最終

決定にはいたっていない。今回は、カトマンズ近郊の２サイトを調査した。

なお、調査はＤＰＴＣ派遣の山口専門家および土壌保全流域管理局（ＤＳＣＷＭ）派遣の牧野専

門家の同行を得て実施した。

（1）バクタプール（Bhaktapur）市チャングナラヤン村（Changunarayan）

同サイトはＤＳＣＷＭから提示されている地域防災モデル事業の候補サイトのひとつであ

る。カトマンズ近郊のバクタプール市中心部から約３km北に位置する。この地域は西側を流

れるマノハラ川（Manohara Khola）の天然の遊水池の形態をなしており、川を臨む丘陵地に

集落が点在している（背後には台地斜面が迫っている）。災害現象としては河川の増水と斜面

の崩壊およびそれに伴う土砂流が想定される。小崩落が発生している斜面を見る限りでは、

丘陵は主にシルトを含んだ砂質土により構成されているようであり、降雨による小崩落はも

とより、降雨量によってはさらに大規模な地すべりの可能性もあると思われる。

地域内には Nepal Engineering Collegeがあり、ＤＳＣＷＭの牧野専門家はこの College

の学生をリーダーとして住民参加型防災活動を実施したい意向であるが、地域防災のあり方

および活動の継続性を考慮すれば、住民を活動の中心にすえ、学生をその支援要員とするこ

とが望ましいのではないかと考える。いずれにしても Collegeの詳細や住民および学生の意

識、住民と学生との関係などを更に調査する必要があると思われる。

（2）カトマンズ市ムルパニ（Mulpani）村

短期調査で調査され、主に農地保全を目的としたモデルサイトとして適当とされている。

同サイトはトリブバン空港の東約２ kmに位置し、集落の東側をバグマティ（Bagmati）川が流

れ、右岸側の川と平行して走る道路に沿って集落が形成され、川際にある上水施設（井戸）の

周辺のみフトン籠を用いた護岸が施工されているが、ほかは自然護岸である。左岸側（中州）
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には農地が広がっている。

短期調査時点は乾期の後半にあたり水量もほとんどなかったとのことであるが、雨期の中

盤にあたる今回の調査では、増水はあるものの右岸の集落への直接的な影響は少ないように

見受けられた。しかし、左岸側の農地は川との高低差がほとんどなく、また、河床および河

岸材料は砂状で粒径が非常に小さく、わずかな増水や河道変動で大きな被害が発生すること

が予想される。左岸側の一部には小規模な盛土があるが、増水時にはその高さまで水位が上

昇するのではないかと考えられる。

住民の重要な生活基盤である農地が保全対象となり、住民の利益にも直結することから住

民参加型活動を実施しやすいと考えられるが、さらに詳細な調査（測量、設計、土地の所有者

など）が必要と思われる。なお、上流では道路局による橋梁工事が実施されており、河道が固

定されている。この橋梁建設がどのような影響を及ぼすかは現時点では分からないが、増水

時には河道の変化が生じる可能性があり、注意を要すると思われる。

また、このバグマティ川の勾配や川幅は、ゴダワリの屋内水理模型実験施設の箱型水路で

対応可能と思われることから、同施設を利用してのモデル工事も可能と考えられる。
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５．プロジェクト実施上の留意点

５－１　開始までの諸手続き

1999年９月１日からプロジェクト活動を実施するためには、専門家派遣要請書などの必要書類

がネパール側から早急に提出される必要がある。

５－２　実施体制

（1）ＤＰＴＣの組織体制

今後、ＤＰＴＣでは、本プロジェクトにかかる業務に加えて、治水砂防技術センタープロ

ジェクト（フェーズⅠ）で実施された業務（一部モデル工事の継続・モニタリング・研修など）

も継続して実施されることになっているため、その組織・人員数は当時よりも強化・増員さ

れることが望まれる。組織恒久化の進捗状況を見ながら、ＤＰＴＣの業務内容、特にプロジェ

クトの効率的な実施を考慮した適切な組織体制およびカウンターパートの配置について、ネ

パール側と十分な協議を行っていくことが重要になる。

（2）専門家／カウンターパートの業務分担

プロジェクトの活動は多岐にわたり、かつ、より実際的・総合的なアプローチが求められ

ており、各技術分野の専門家およびカウンターパートが相互に深く連携して業務にあたるこ

とが重要となる。このため、各活動分野の業務内容を詳細に検討し、専門家およびカウンター

パートの業務分担を決める必要がある。

５－３　活動計画

（1）地域防災モデルサイト

災害および地域の特性などを考慮し、５か所程度のモデルサイトを選択して実施すること

としている。短期調査を通じてギルバリ川（Girubari Khola）、バグマティ川（Bagmati River）

およびプリスビハイウェイ（Prithuvi Highway）の３か所についてはモデルサイトとしての適

性が確認されているが、残る２か所については複数の候補地が検討されているものの、最終

的な結論にはいたっていない。プロジェクト開始の早い時点で候補地を調査し、最終的なモ

デルサイトを決定する必要がある。

（2）災害復旧

プロジェクトによりＤＰＴＣで初めて取り組まれる活動であるが、ＤＰＴＣおよび関係機

関の役割分担とその連携のあり方については必ずしも明確にはなっていない。今後ＤＰＴＣ
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以外の関係機関も交えて、災害復旧にかかるより詳細な活動内容と、関係機関との相互連携

を可能にするための枠組みとしての災害調査委員会（仮称）の設置を含めた実施体制の検討が

必要である。また、その検討を通じて、ネパールにおける災害復旧のあり方（災害情報入手、

調査、計画、応急工事、復旧工事の仕組み）を議論し、関係者の共通認識を深めることが重要

である。

（3）トリブバン大学工学部との連携

学部長の交代もあり、防災科目開設にかかる大学側の計画が不明確となっていることから、

今後学部長をはじめとする関係者とその内容と進め方についてさらに協議を行う必要がある。

（4）ＧＩＳ

これまでにネパール国内で入手できるＧＩＳに必要な地図情報などについて調査が進めら

れ、プリスビハイウェイ、ラッカンディ流域をモデルに実施することとしているが、導入す

べき適切なＧＩＳシステムについては、災害軽減にかかる将来的なＧＩＳの活用方法とプロ

ジェクトで達成することをめざす具体的成果の検討を踏まえて決定する必要がある。

５－４　重機の保管場所

フェーズⅠで供与された重機は、カトマンズ空港近くにある道路局（ＤＯＲ）の重機保管場内に

確保されたＤＰＴＣ専用のスペースに保管されている。ＤＰＴＣが整備した施設には屋根があり、

保管面でも、また利用面でも適当な場所といえる。ただし、面積が狭小であり、本プロジェクト

で災害復旧活動のために新たに供与する予定の重機を保管するスペースはないため、早急に重機

の保管場所を確保する必要がある。ネパール側からは、敷地に余裕のあるゴダワリ水理模型実験

場を新たな保管場所とし、フェーズⅠで供与された重機を移動する案も提示されているが、現地

には保管用の施設（屋根）がない。フェーズⅠで供与された重機の一部は既に老朽化が進んでいる

ものが見られるが、ここを保管場所として使用する場合は適切な維持管理のための環境整備が必

要と考えられる。

５－５　事業予算

1999/2000年度ＤＰＴＣ関連予算を見ると、対前年度比約 13％の増額となっており、ネパール側

の熱意と自助努力がうかがえる。ただし、その構成はＫＲⅡ見返り資金が中心となっている。日

本大使館によれば、日本側のＫＲⅡ予算全体は今後減少する見通しとのことであり、安定的にＫ

ＲⅡ見返り資金が投入される保証はない。よって予算の安定確保について引き続きネパール側の

努力を求める必要がある。
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１．短期調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

ネパール王国は険しい山岳地形と雨期の豪雨により、土砂崩落の自然災害が発生しがちな国土

条件下にある。このため国際協力事業団は、ネパール政府の要請を受けて1991年 10月から約７年

半にわたり「ネパール治水砂防技術センター（ＤＰＴＣ）プロジェクト」の技術協力を行って防災工

法の開発、技術研修、データベース構築などに努めてきたが、ネパール政府はこの成果を踏まえ

て、防災工法の低コスト化と住民参加による防災活動の推進をめざす新たなプロジェクト方式技

術協力を我が国に要請してきた。

これを受けて国際協力事業団は、1998年９月に事前調査を実施して、プロジェクト目標および

成果についてネパール側と共通の認識に達し、また活動についても適正技術の開発、大学との連

携、小中学校教師への普及啓発、災害応急復旧などを盛り込む必要性が合意された。しかし、目

標到達レベル、各成果に対する具体的な活動、投入規模（専門家・資機材など）活動対象地域は必

ずしも明らかになっていない。

このため、事前調査結果を踏まえつつ、プロジェクトの開始に向けて、ネパール側関係者など

との協議および現地調査を通じてプロジェクト全体計画（フレームワーク）の検討、プロジェクト

開始までのＤＰＴＣの活動計画の確認および活動対象地域の選定などを行うことを目的に、短期

調査団が派遣された。（本短期調査時点では、プロジェクト名称が「ネパール治水砂防技術セン

タープロジェクトフェーズⅡ（仮称）」とされていたが、その後の両国間の協議により「ネパール自

然災害軽減支援プロジェクト（Nepal Desaster Mitigation Support Programme Project）と改称

された）

１－２　調査団の構成

（担当業務） （氏　　名） （所　　属）

団長／モデルサイト検討 亀　江　幸　二 新潟県土木部砂防課　課長

協力企画 佐々木　健　一 国際協力事業団社会開発協力部

社会開発協力第一課　特別嘱託

なお、同時期に、治水砂防技術センタープロジェクトの短期専門家として派遣された田畑茂清

専門家（砂防構造物施工技術）、桧垣大助専門家（地すべり工学）およびネパール訪問中の大井英臣

国際協力専門員にも一部調査に協力して頂いた。
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１－３　調査日程

調査期間：1999年３月 10日から 24日まで（派遣期間は３月９日から 25日）

日順 月　日 曜 時　間 行　　程 業務内容

１ ３月９日 火 東京／バンコク 移動（佐々木）

２ ３月10日 水 バンコク／カトマンズ 移動（佐々木）

1400/1800 治水砂防技術センター（ＤＰＴＣ）ＪＩＣＡ事務所員・専門家との協議

３ ３月11日 木 0930/2100 ＤＰＴＣ 専門家との協議

４ ３月12日 金 1000/1200 ＤＰＴＣ 専門家との協議

1300/1340 ＪＩＣＡ事務所 事務所員との協議（協力隊員派遣）

1500/1700 ＤＰＴＣ 専門家との協議

５ ３月13日 土 1300/1500 カトマンズ 桧垣短期専門家との打合せ

６ ３月14日 日 1000/1230 ＤＰＴＣ 専門家・カウンターパートとの協議

1400/1440 道路局（ＤＯＲ） 全体計画説明・協議（佐々木）

1500/1530 教育省（ＭＯＥ） 全体計画説明・協議（佐々木）

1550/1620 内務省（ＭＯＨ） 全体計画説明・協議（佐々木）

７ ３月15日 月 1100/1200 水資源省（ＭＷＲ） 全体計画説明・協議（佐々木）

バンコク／カトマンズ 移動（亀江）

1400/1500 トリブバン大学 大学支援活動協議（佐々木）

1530/1600 日本大使館 表敬（亀江）

1510/1600 土壌保全流域管理局（ＤＳＣＷＭ）全体計画説明・協議（佐々木）

1630/1710 ＪＩＣＡ事務所 全体計画説明・協議（亀江）

1730/1840 ＤＰＴＣ 専門家との協議

８ ３月16日 火 1000/1120 ＤＰＴＣ 専門家との協議（モデルサイト検討）

1130/2240 カトマンズ／ギルバリ川 モデルサイト候補地調査

９ ３月17日 水 1230/1630 プリスビハイウエイ モデルサイト候補地検討

10 ３月18日 木 0930/1100 ＤＰＴＣ 専門家との協議（モデルサイト検討）

1100/1300 バグマティ川（カトマンズ市内） モデルサイト候補地調査

1400/1600 シャンティバスティ（カトマンズ市内）モデルサイト候補地調査

1640/1800 ＪＩＣＡ事務所 事務所員との協議（開発福祉支援事業；チサパニ）

11 ３月19日 金 0600/1900 カトマンズ／チサパニ モデルサイト候補地調査

12 ３月20日 土 0930/1700 ＤＰＴＣ 専門家・短期専門家との協議（覚書案検討）

13 ３月21日 日 終日 ＤＰＴＣ 覚書検討・作成

14 ３月22日 月 1000/1030 ＤＰＴＣ ＤＰＴＣ所長との協議（覚書確認）

1030/1050 土壌保全流域管理局（ＤＳＣＷＭ）ＤＳＣＷＭ局長への調査結果報告

1100/1130 水資源省（ＭＷＲ） 調査結果報告

1220/1245 灌漑局（ＤＯＩ） 調査結果報告

1330/1400 水文気象局（ＤＨＭ） 調査結果報告

1510/1530 ＤＰＴＣ 覚書署名・交換

15 ３月23日 火 0930/1030 ＪＩＣＡ事務所 調査結果報告

1050/1110 ＤＰＴＣ プロジェクト開始に向けた暫定作業手順協議

カトマンズ／バンコク 移動（亀江）

1110/1730 ＤＰＴＣ 残務整理（佐々木）

16 ３月24日 水 1000/1050 ＤＰＴＣ 今後の作業予定などの確認（佐々木）

1100/1130 ＪＩＣＡ事務所 今後の作業予定などの確認（佐々木）

カトマンズ/バンコク 移動（佐々木）

バンコク／東京 移動（亀江）

17 ３月25日 木 バンコク／東京 移動（佐々木）

ネパールの休日・祝祭日
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１－４　主要面談者

（1）ネパール治水砂防技術センター（ＤＰＴＣ）

Mr. K. P. Rizal 所長

Mr. A. K. Pradhan 総務課長

Mr. A. K. Katuwal 総務課

Mr. D. Bhattarai 技術開発課長

Mr. M. B. Pradhan 研修課

Mr. K. R. Pathak 技術開発課

Mr. A. K. Sharraf 情報課長

Mr. K. P. Bhandari 情報課

Mr. P. M. Shrestha 情報課

（2）水資源省（ＭＷＲ）

Mr. B. R. Regmi 次官

Mr. Y. T. Vaidya 次官補

（3）内務省（ＭＯＨ）

Mr. C. K. Sherestha 次官補

（4）教育省（ＭＯＥ）

Mr. C. B. Khada 次官補

（5）道路局（ＤＯＲ）

Mr. N. P. Chalise 局長

（6）土壌保全流域管理局（ＤＳＣＷＭ）

Mr. M. P. Wagley 局長

（7）灌漑局（ＤＯＩ）

Mr. M. N. Aryal 局長

Mr. A. N. Mishra 副局長
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（8）水文気象局（ＤＨＭ）

Mr. A. P. Pohrel 副局長

（9）トリブバン大学（ＴＵ）工学部（ＩＯＥ）

Mr. J. R. Pokharel 学部長

Mr. S. N. Regmi 副学部長

（10）ネパール赤十字（ＮＲＣ）

Mr. A. N. Jha 現地調整員（建築技師）

Mr. P. Bishwokarma 現地職員（総務）

Mr. P. N. Abikari 現地職員（会計）

Ms. S. Sharma 現地職員（保健衛生）

（11）在ネパール日本大使館

柳瀬　友彦 大使

石塚　忠範 書記官

（12）ＪＩＣＡネパール事務所

長谷川　謙 事務所長

加藤　高史 次長

新井　和久 所員

藤井　　智 所員

中村　敏郎 協力隊調整員

（13）ネパール治水砂防技術センタープロジェクト長期専門家

岡本　正男 チーフアドバイザー

村上　　剛 業務調整員

浅井　義明 地すべり分野専門家

川嶌　伸哉 河川分野専門家

比留間雅紀 砂防分野専門家
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２．調査概要

本短期調査団は、1998年９月に実施した事前調査の結果を踏まえ、プロジェクトの目標および

成果に対応するプロジェクト全体計画（フレームワーク）を検討し、活動の具体的な内容と地域防

災モデルの活動対象地域、必要な投入（専門家・資機材など）を調査・検討した。また、プロジェ

クト開始に向けての対応についても検討・協議を行った。そしてその結果を「覚書（MEMORANDUM OF

UNDERSTANDING）」に取りまとめ、ネパール側関係機関に説明し、3月 22日、ネパール治水砂防技術

センター（ＤＰＴＣ）所長との間で覚書の署名を取り交わした。

２－１　プロジェクト全体計画（フレームワーク）

事前調査で検討され、ネパール治水砂防技術センタープロジェクト（フェーズⅠ）専門家チーム

から提案されたプロジェクト活動計画と全体活動計画（付属資料２、３参照）を基に、ネパールに

おけるＤＰＴＣの位置づけと事業課題、ネパール側および我が国の投入可能な範囲を考慮しつつ、

活動内容を精査し、フェーズⅡの全体活動を以下の４つのアプローチに整理し、覚書に取りまと

めた。

なお、その前提として、フェーズⅡはフェーズⅠの延長ではなく、フェーズⅠの成果を踏まえ

た新たな課題への取り組みを協力の対象とするものであり、フェーズ�で協力の対象としたモデ

ルサイトのモニタリングおよび施工管理、研修（一般、上級、集中）、ロービングセミナー（Roving

Seminar）などについては、将来恒久的組織となるＤＰＴＣが自助努力により継続的に実施すべき

との我が国の方針を説明した。これに対しネパール側関係者からは、フェーズⅠで行った活動へ

の協力の継続につき要望があったが、ＤＰＴＣの自助努力の必要性および我が国の投入可能な人

員・予算を考慮してフェーズⅡで対象とする活動を選定する必要があることを説明し、理解を得

た。

４つのアプローチは次のとおりである。

（1）地域防災モデル事業

いくつかの地域を選定し、低コストで、かつ地域の自然・社会条件に適した各種防災対策

を、国および地域開発の一部として、あるいは住民参加型防災活動と連動して実施すること

を通じ、ネパール王国で適用可能な地域防災モデルを構築する。

（2）災害応急復旧

関係機関との連携により、迅速かつ効果的な災害調査・復旧計画立案を行うほか、恒常的

に発生する小規模な災害に対処する応急復旧工事をモデル的に実施することを通じて、ネ
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パール王国に適した災害応急復旧モデルを構築する。

（3）防災ネットワーク

プロジェクトの諸活動の成果を、各種研修・セミナー、関係機関・住民組織への技術支援、

防災技術・情報のデータベース化促進による情報公開、大学での防災科目開設支援などを通

じて広く普及するとともに、関係機関との防災情報共有を促進する。

（4）普及・啓発

プロジェクトの諸活動で作成される刊行物、セミナー・シンポジウム、各種連絡調整会議

などを通じて、幅広く関係機関・個人への普及啓発を行うとともに、プロジェクト活動の成

果や提言を発信し、ネパール王国における防災意識を高める。

２－２　プロジェクト活動

上記アプローチに沿って、プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）で整理することを

前提に、各成果に対応する活動（案）を整理し、覚書に取りまとめた。詳細活動および全体活動計

画（ＰＯ）については、モデルサイトの決定を含めて、引き続き検討を行うこととした。

以下は覚書当該箇所の仮訳である。

１－１　対象地域において、低コストを主眼とした防災技術・工法の開発と適用を行う

　１－１－１　自然・社会条件に適した防災技術・工法を選択し、設計・施工管理の検討を行う

　１－１－２　選択した技術・工法によるモデル施工を行う

　１－１－３　モデル施工のモニタリング・評価を行う

　１－１－４　モデル施工事例集・マニュアルを作成する

１－２　対象地域において住民参加型防災活動を促進・支援する

　１－２－１　住民啓発・教育用資料を作成する

　１－２－２　住民の啓発・教育を行う

　１－２－３　小中学校での防災教育を行う

　１－２－４　住民組織を育成し、参加型防災活動を実施する

　１－２－５　事例集・マニュアルを作成する

２－１　関係機関と連携して、災害応急復旧にかかる技術・手法を開発する

　２－１－１　ＤＰＴＣの体制を整備する

　２－１－２　災害調査・応急復旧計画の立案を行う

　２－１－３　さらなる災害復旧活動に向けた報告書および提言を作成する



- 83 -

　２－１－４　災害応急復旧モデル工事を選定し、実施する

　２－１－５　事例集・マニュアルを作成する

３－１　プロジェクトの諸成果を反映した各種研修・セミナー・ワークショップなどを実施する

３－２　関係機関・住民組織の要請により、防災にかかる技術支援を行う

３－３　トリブバン大学における防災科目の開設にかかる技術支援を行う

３－４　プロジェクトの諸成果を関係機関・個人に普及し、その適用と促進を図る

　３－４－１　ＤＰＴＣのデータベース・ネットワークシステムを整備する

　３－４－２　ＧＩＳの活用による防災計画の検討、ハザードマップの作成を行う

　３－４－３　災害と防災に関する各種情報の公開と、情報の共有を促進する

４－１　防災および災害復旧に係る意識の向上を図る

　４－１－１　関係機関への政策提言を行う

　４－１－２　防災関係者および一般住民への啓発を行う

２－３　地域防災モデル事業のサイト選定

地域防災モデル事業の対象地域として、ネパール側およびフェーズⅠプロジェクト専門家チー

ムにより提案された５サイトについて調査・検討し、結果を覚書添付文書（AnnexⅡ・Ⅲ）に取り

まとめた。

その結果、ギルバリ川流域（ナワルパラシ郡）、バグマティ川流域（カトマンズ市内）、プリスビ

ハイウェイ（カトマンズ市内から５～ 17km）、シャンティバスティ（カトマンズ市内）については、

おおむねプロジェクトの目的に添う活動が可能と思われたが、チサパニ（マクワンプール郡）につ

いては、既にＪＩＣＡの開発福祉支援事業により基幹防災工事、参加型防災活動、警報避難、防

災教育、生計向上活動などが実施されており、プロジェクトの活動対象とする必要性は低いと思

われた。さらに、当初予定にはなかったが、チサパニに近いフェディガオンも調査した。このサ

イトでもプロジェクトの目的に添う活動が可能と思われた。チサパニがサイト候補から除外され

た場合は、特に住民参加型防災活動、防災啓発・教育などを主要活動としたサイトの選定が必要

と思われる。

この調査結果を踏まえて、ＤＰＴＣおよび長期専門家により更に検討を行い、サイトを決定し

たうえで、ＪＩＣＡ事務所を通じて報告を受けることとした。

現時点で考えられるモデルサイトでの活動は、対象災害（課題）、保全対象（住居／農地／道路

＝基幹インフラ／河川､ほか）、防災工事の実施形態（業者発注／住民参加型）、住民参加型活動形

態（防災教育／防災工事／警戒避難）などの別により、概略表－１のように整理される。
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表－１　モデルサイトにおける活動

なお、灌漑局との協議ではマハカリ川の河川工事のフェーズⅡによる継続実施が強く要望され

たが、当該工事は防災技術・情報の中核としてのＤＰＴＣの位置づけを超える本格工事となって

おり、フェーズⅡの活動の目的に添わないと思われること、また、業務的な負担も大きいとの

ＤＰＴＣ関係者の意見もあることから、引き続き技術的な助言は行うものの、フェーズⅡの活動

対象とはせず、工事の施工・監督については、灌漑局に引き継がれることが望ましいと考えるこ

とを口頭で説明した。

２－４　その他関係事項

（1）短期調査団の派遣

データベース、コンピューターネットワーシステム（ＬＡＮ）、地理情報システム（ＧＩＳ）

については、ハード面での環境整備の期待が強いものの、その具体的な活用の目的と方向お

よび専門技術者の配置など組織体制整備の検討が不十分であり、これらを含めた妥当性を更

に精査するため、追加の短期調査の実施が必要と思われたため、これを覚書に記した。また、

ＧＩＳに関しては、ネパール側の検討材料とするため、調査団からＧＩＳの活用素案を提示

し、覚書添付資料（Annex Ⅰ）とした。

なお、その精査には長期にわたる調査・検討が必要となる可能性もあり、プロジェクトの

開始時期によっては、プロジェクト開始後に短期専門家を派遣し、プロジェクトチームを交

えて対応することも考えられる。

モデルサイト 到達目標 対象災害 保全対象 工事実施形態 住民活動 啓発・教育 関係機関

ギルバリ川

バグマティ
川
未選定

シャンティ
バスティ

プリスビハ
イウェイ

住民レベルで実施可能な
防災活動。低コスト工法
開発。モデル工事。事例
集（モデル工事・防災教
育・防災活動･ハザード
マップ）。防災教育教材。
軟弱地盤の地すべり防
止、河川改良技術（ガイ
ドライン）。住民による
監視、避難体制。
ハザードマップ作成・
利用手法の確立、活用
事例。崩壊対策適正工
法（事例集・ガイドライ
ン）。人為的災害防止啓
発事例。

河岸浸食・
氾濫

土石流／土
壌浸食
地すべり

斜面／法面
崩壊

集落・農地

農地・（道
路）
集落・農地

住居・道路・
河川

幹線道路
（インフラ）

護岸･築堤工
事（住民参
加；資機材は
別途支援）
未定

護岸・地すべ
り対策（業者
発注）

法面崩壊対
策工（業者発
注）、ハザー
ドマッピン
グ

防災工事、
施設維持管理、
警戒避難、
防災対策慣習令
作成など

地すべり観測、
警戒避難

防災対策（人為
的災害防止）

住 民 啓
発、
小中学校
防災教育

住民啓発

住民啓発
（人為災
害防止）

DOI
DSCWM
DDC/VDC
NGO

DOR、DOI
DDC/VDC

DOR
DDC/VDC

（注）DDC/VDC＝郡（県）開発委員会／村落開発委員会
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（2）プロジェクトマスタープラン

事前調査で確認されたプロジェクトマスタープラン（プロジェクトの要約：Narrative

Summary）については、今般の調査結果を踏まえて、「成果」などの一部修正（アンダーライン箇

所）が妥当と思われたが、短期調査団によって修正を行うことにネパール側が躊躇したため、

以下を覚書添付文書（AnnexⅣ）としてネパール側に提案するにとどめ、ＤＰＴＣが関係機関

と検討を行ったうえで、ＪＩＣＡ事務所を通じて確認を受けることとした。

＜プロジェクト名：Name of the Project＞

ネパール治水・砂防技術センターフェーズⅡ（仮称）＊簡潔・明解な名称を検討する必要がある。

Disaster Mitigation Support Programme Project

＜最終目標：Super goal＞

ネパール王国において水害・土砂災害が減少する。

Water induced disasters will be reduced in Nepal.

＜上位目標：Overall goal＞

ネパール政府および地域社会の水害・土砂災害への対応能力が強化される。

Capability of HMG/N and communities to cope with water induced disaster will be strengthened

＜プロジェクト目標：Project purpose＞

ネパール政府および地域社会による水害・土砂災害対策が促進される。

Countermeasures for water induced disasters by HMG/N and communities will be promoted.

＜成果：Outputs＞

１．ネパール王国に適した地域防災モデルが構築される。

Appropriate community disaster mitigation model in Nepal will be developed.

２．ＤＰＴＣの技術支援により災害応急復旧が促進される。

Disaster emergency rehabilitation will be further strengthened through technical supports

of DPTC.

３．災害情報および防災技術の共有化が促進される。

Sharing of disaster information and disaster mitigation technology will be improved.

４．防災に対する意識が政府および国民において高まる。

Awareness on disaster mitigation will be raised.

（3）長期専門家の指導科目

「災害復旧」分野の長期専門家については、事前調査で今後の検討課題とされていたが、調

査の結果、プロジェクトの成果を達成するために不可欠であることを確認した。そのほかの

技術分野専門家の指導科目については、プロジェクト活動の内容および性格がフェーズⅠと

は異なるため、従来のように対象災害別には区分しにくいとの意見がネパール側からあった。

この点については、時間的な制約もあり十分な協議・検討はできなかったので、本調査結果
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を踏まえ、日本側で活動内容を考慮して指導分野を検討したうえで、ＪＩＣＡ事務所を通じ

てネパール側に提案し、更に検討を行うことを確認し、覚書に記した。

プロジェクトの開始に向けて、専門家の確保を進める必要があり、指導科目については早

急に検討して決定する必要がある。

（4）プロジェクトの開始時期

ネパール側からフェーズⅡプロジェクトの早期開始の強い要望があった。これに対し、調

査団として開始時期を約束はできないとことわりつつ、暫定的に1999年 10月ごろをプロジェ

クト開始のめどとし、これを前提に開始までの暫定作業予定を調査団メモとして作成し、

ＤＰＴＣに提示した。

なお、正式な開始予定については、本調査の結果を踏まえ、日本側でプロジェクト開始ま

での必要作業などを検討のうえ、早急にＪＩＣＡ事務所を通じてネパール側に連絡すること

とした。

（5）フェーズⅠ終了後のＤＰＴＣの事業計画

フェーズⅠ終了後のＤＰＴＣの事業計画について確認し、覚書添付文書（AnnexⅤ）とした。

なお、7月からの新年度予算については、活動計画に沿ってＤＰＴＣで素案を作成中であり、

具体的な計画は入手できなかった。

（6）ＤＰＴＣの組織の恒久化

ＤＰＴＣの組織の恒久化については、所管となる水資源省の承認を得て、現在総務省で審

査中とのことであった。既に関係機関からの人員の移籍も承認されており、総選挙後には恒

久化がなされる見込みとのことであった。

（7）治安状況

治安上の不安要因として、総選挙をひかえて活動が活発化しているとされるマオイストの

動向について、ＪＩＣＡ事務所に聴き取りを行った。また、前記モデルサイトについても、こ

の点を配慮して調査したが、今般調査したサイトにおいては特段の危険情報はなかった。

ただし、５月３日・17日に予定されている総選挙の前後にかけて、更に治安の悪化が懸念

されるとの情報がＪＩＣＡ事務所からあったので、今後とも引き続きＪＩＣＡ事務所・在ネ

パール日本大使館などとの連絡を密にしつつ、適宜状況を確認する必要がある。
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３．協議経緯

３－１　専門家チームとの協議

ネパール側関係者との協議に先立ち、３月 10日から 12日にかけて、ネパール治水砂防技術セン

タープロジェクト（フェーズⅠ）長期専門家およびＪＩＣＡ事務所員との意見交換を行った。その

要旨は以下のとおりである。

（○専門家などの主要意見、●調査団の回答・対応）

３－１－１　フェーズⅠとフェーズⅡの協力の考え方

○ＤＰＴＣはようやく基盤ができた状態であり、自立的運営が可能とは言い難い。研修・ロー

ビングセミナーなどはネパール側で企画・準備・実施がかなりできるようになっているが、

経費負担を含めた完全な自立は困難と思われる。

○フェーズⅠで実施した事業をネパール側に完全に移管するのは無理がある。ＤＰＴＣの独

自の事業と、プロジェクトの２つの事業が並存することは運営上も混乱を招く可能性があ

る。ネパール側によるプロジェクトへのカウンターパートの配置、予算の確保が不十分に

なる可能性もある。

○ＤＰＴＣの事業のすべてがフェーズⅡの協力対象となるとの方向で事前調整を行ってきて

おり、フェーズⅠから継続する活動をネパール側の自立的運営に委ねるとの方針はネパー

ル側を混乱させる懸念がある。

●調査団からネパール側に、次の点を説明する。

・フェーズⅡプロジェクトはフェーズⅠの延長ではなく、その成果を踏まえた新たな課題へ

の協力である。

・ＤＰＴＣの事業の拡大に比例して我が国の協力を拡大できるものではなく、自立発展性の

観点から、プロジェクトの成果の継続は順次ネパールの自立的運営に委ねるのが技術協力

の基本的な考え方である。

・プロジェクトはネパール／日本双方が協力して実施するものであり、その実施のために必

要なカウンターパート負担（人員・予算）を要望するのは当然である。

・プロジェクト活動の対象外であっても、ネパールの防災を促進する観点から、本来の活動

に支障を来さない範囲で、専門家による助言指導などを行う。

・フェーズⅠの継続事業にかかる費用負担を日本側が行うのは原則的として困難。必要やむ

を得ない場合は、自立的な実施に向けて具体的な方策、計画がとられることを確認しつつ

個別に協議したい。
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３－１－２　プロジェクト活動

（1）地域防災モデル

1） 地域開発と住民活動

○ネパールでは地域開発はＮＧＯ／国際機関などのドナーによって行われており、政府

機関の職員は地域開発を担当したことがない。ＤＰＴＣは防災の専門政府機関である。

プロジェクトも防災を目的としたものであり、地域開発プロジェクトではない。

○道路などの基幹インフラの防災は住民参加型活動との関連が薄く、必ずしも狭い地域

の開発には直結しないが、重要な開発課題である。

○「住民参加型防災活動＝地域開発活動との連動」は絶対条件ではないと思われる。た

びたび災害に見舞われている地域の住民にとって、防災はインセンティブであり、モ

ティベートのための地域開発事業は不可欠とはいえない。住民に防災意識が芽生える

ことが地域の発展につながる。

○専門家についても、地域開発の専門家よりも防災技術分野の専門家が必要であり、防

災技術専門家によるモデルサイトでの業務遂行は可能と考える。

○「低コスト」を可能にするためには、工事への住民の参加（動員）によるコスト削減とと

もに、工事の積算・歩掛・材料単価・施工監督などの適切な実施によるコスト抑制が

必要となる。フェーズⅡではその「応用技術」の開発・適用を行うことが求められるが、

こうした「施工管理」も重要な課題となる。

○狭い地域でＧＩＳを活用するためには、精密な航空写真や地図、そのほかの詳細な

データの収集・処理が必要であり、時間・設備・技術的に多くの投入を必要とする。モ

デルサイトでのハザードマップ作成は現地踏査によるほうがよい。ＧＩＳについては、

広範囲なエリアを対象とした流域一貫管理で活用する方が対応しやすい。第一段階と

しては、「情報・技術の共有促進」のなかで考えたい。

●意見を尊重しつつ計画を検討する。

2） 防災啓発・教育

○フェーズⅠでは地域のオピニオンリーダーを対象にロービングセミナーを実施し、

ＤＤＣ（郡（県）開発委員会）／ＶＤＣ（村落開発委員会）からＤＰＴＣへの災害調査依

頼などが増えるなど大きな成果があった。フェーズⅡでは女性を中心とした住民、教

師を対象に実施することで防災意識を根づかせたい。ネパール側の意欲は強いが、独

自に実施するには経費的な問題もある。これをプロジェクトの対象外とすることには

抵抗が予想される。

○教育省に「小学校での防災教育」の実施やカリキュラム変更を働きかけるのは大きな労
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力を要するとの情報もあり、教育省と全面的に組む活動は考えていない。

○小学校の社会科などの教科書には防災に関する記述があるが、授業時間の制約、教師

の知識不足などにより実際には教えられていないと思われる。各ＤＤＣを通じて10～

20 名の教師に対する研修をＤＰＴＣで実施、教師による防災教育の実施例を発表さ

せ、原稿料として謝金を支払うことで授業実施のインセンティブとしたい。

○プロジェクトで学校における防災教育を全国展開することは無理があると考える。カ

リキュラム改善などの教育行政面からの協力の検討も行っているが、教員の質は一般

に低く、定着率も悪いとの報告もある。（事務所員意見）

●フェーズⅡでは広く浅い啓発・教育よりも、より深く実際の住民活動に結びつく普及

啓発活動を行い「地域に防災を根づかせる」ことをめざす。全国展開はプロジェクトの

成果の普及として中盤以降に可能性を検討したい。

●地域の生活・文化・自然を考慮した副教材の開発を含め、教師の研修から実際の授業、

その評価まで一貫した取り組みが必要と思われ、対象を絞って実施する方向で考えた

い。その成果を取りまとめ、教育省や関係者に提言する方向で考えたい。

●教育省には調査団からプロジェクト計画を説明し、合同委員会への参加（委員、または

オブザーバー）を打診する。

3） 協力隊員の派遣

○地域防災活動には、地域密着型の指導ができる人材が必要であり、「土木施工分野」の

協力隊員の派遣を検討したい。技術レベル的には高度なものは必要なく、日本で隊員

候補者を探すことは可能と考える。

○協力隊員はその事業の性格上、計画どおり派遣できるとは限らない。活動上必要な人

材であれば、投入を増やして専門家の派遣を検討すべきだ。現場とセンターの橋渡し

的な位置づけは、隊員が専門家のアシスタント的な存在となりやすく適切ではない。

同一分野で専門家と隊員が混在する場合は、その待遇の違いなどもあり、無用な軋轢

を生じる場合も懸念される。可能な範囲で間接的な連携を検討するのが妥当と考える。

（事務所員意見）

●対処方針に沿って関係者と協議・検討する。現時点ではネパール側には特に意見を求

めない。

4） モデルサイト

○フェーズⅠで実施したモデルサイトでの活動の継続をネパール側が独自で行う分、

フェーズⅡのプロジェクト活動に支障が生じる可能性がある。プロジェクトのモデル
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サイト事業への資金（ＫＲ？見返り資金）などは優先的に、かつ必要なだけ配分するよ

う求める必要がある。

○新規のモデルサイトの候補はすべてその必要性と意義がある。道路防災などは住民参

加型活動とはならない可能性もあるが、重要な課題であり、取り組みが必要である。

○関係機関の思惑や、政治的な介入などにより、ネパール側によるモデルサイトの選定

は混乱することが予想される。可能な限り調査団によって結論を示して欲しい。

○関係機関の依頼による工事の設計・積算・入札・監督などは、職員のインセンティブ

はあるが業務上の負担となっている。基本的には実施機関の業務であり、ＤＰＴＣは

可能な範囲で側面支援を行う方向での申し入れることも必要である。

●モデルサイトについては、可能な限り調査団としての結論を示したい。

（2）災害応急復旧

○恒常的に発生する小規模災害を対象とし、本格復旧の前の応急復旧モデルとして考えた

い。大規模災害は内務省などが中心となった対応が必要であり、本プロジェクトの直接

の対象とはしない。

○対象地域はカトマンズ近郊とし、雨期終了後に航空写真撮影を含めた調査を実施、復旧

の要望のあるモデルサイトを１～２か所選定して、単年度での応急復旧工事を実施し、

施設管理者あるいは地元住民組織などに引き継ぐ。本格復旧は対象としない。

○合同委員会（ＪＣ）は高級官僚で構成され、規模も大きく応急対応を検討するには適さな

いと思われる。政治的な配慮が強く働く懸念もある。ＤＰＴＣ所長を長とし、関係機関

の実務者レベルで構成する「調査・選定委員会」の設置を検討して、プロジェクトの初期

の段階で設置し、サイト選定基準などを決定することとしたい。

○ＤＰＴＣに「災害復旧課」を設置し、企画・調整的な業務を行うことになると考える。課

長は副所長クラスの立場にある者が望ましい。

○機動的な調査体制整備のため、航空写真機、水陸両用車、小型ブルドーザー、油圧ショ

ベル、トラックなどが必要。航空写真調査には国軍ヘリの活用も考えたが具体的な検討

は行っていない。費用負担や政策的配慮を考慮し、現実的にはフェーズⅠでの実績もあ

る民間ヘリを活用する方向で検討したい。

○工事費用についてはＫＲ�見返り資金の優先的配分をネパール側に申し入れ、可能であ

れば文書で確認することが望ましい。

●災害応急復旧に係る活動のための実施体制については専門家チームの意見を考慮しつつ、

効果的なあり方を引き続き検討する。ＤＰＴＣの組織体制、モデル工事にかかる費用負

担などについてはネパール側の整備・負担を確認する。航空写真撮影にかかる経費負担
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などについては別途可能性を検討する必要があると思われる。

（3）情報・技術の共有

1） 情報ネットワーク・データベース整備

○フェーズⅠで作成したデータベースの更新はネパール側で実施可能であり、フェー

ズ？の対象とはしない。フェーズⅡの諸活動にかかる情報のデータベース化を図る。

○現在ＤＰＴＣ内で個人的に管理している情報の共有化を促進するため、各課にコン

ピューターを設置し、ＬＡＮで結ぶ必要がある。

○外部との情報共有については、図書館にインターネットに接続可能なコンピューター

を設置し、誰でも利用できる体制を整える。ＤＰＴＣはＤＰ－ＮＥＴ（ＮＧＯ）のメン

バーとなっており、ＮＧＯも利用できる情報源の中核となることが期待されている。

○関係機関との情報共有のため、フェーズⅠで各機関の持つ関連情報の取りまとめを

行っている。関係機関がＤＰＴＣに求める情報などの調査はまだ実施できていない。

●データベースについては、具体的な利用目的、必要となる情報の種類と量、その整理・

入力・更新方法などを調査・検討したうえで、ハードを含めたシステムを検討する必

要がある。ＬＡＮ・インターネットについても、単なる閲覧かデータ・情報の共有（相

互入力）かなど、システムエンジニアの観点から調査し、その利用形態で必要性および

必要なシステムを判断したい。

2） ＧＩＳ

○５年間で情報の入力・解析・オーバーレイ・アップデートのシステムを構築したい。

ＤＰＴＣ内部でのスタンドアローンによる活用を検討。入力データとして航空写真・

Ｒ／Ｓデータが必要。データ入力は関連コンサルタント会社などでの実施が可能。

○関係機関のＧＩＳ情報の内容と量、活用状態、ソフトなどの詳細情報は得ていない。

○開発調査のデータもあるラッカンディ流域をモデルとしてＧＩＳを整備、この流域の

一貫管理・防災計画の検討に資するものとしたい。目的はシワクリ丘陵のマクロな土

砂生産や河道変遷などをとらえ、防災計画・河川計画を樹立する方向で検討すること。

適宜航空写真の撮影を行うことが必要である。

●ＧＩＳについては、この分野の専門家を交えて引き続き検討したい。実際の活用のた

めに多様なデータのオーバーレイが必要であるとすれば、それをすべてＤＰＴＣで処

理することは膨大な労力と費用を必要とする可能性もある。ＤＰＴＣの機能とその具

体的な活用方法、関係機関とのデータ共有（交換）の可能性も含めて検討し、プロジェ

クトとして取り組む範囲を検討する必要がある。
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○次の可能性があり、プロジェクト側の意向にもよるが、③が良いと思われる。

①大学院の都市計画（Urban Designing）関連の研究科目（treatise）

②大学院での都市計画関連の選択科目。

③学部土木学科（Dep. of Civil Eng.）４年生の選択科目（半期）。

④学部土木学科での研究科目（projective）

⑤特別講義（short time course/seminar：修了証を発行）。単位にはならない。

○手続きは、カリキュラム作成⇒学部委員会（Subject committee）⇒（科目開設申請）⇒学部

教授会（Faculty board）⇒大学評議会（Academic council）を経て認定されるが、教授会で

承認されれば開始できる。カリキュラムができていれば２～４週間程度で完了する。

・具体的な構想、カリキュラム検討などの進捗状況については、学科担当者に確認する。

・開始時期は、教授会の承認作業などを考えば、カリキュラム検討から始める場合、2000年

の新学期（10月）からの開始が妥当と思われる。

・開始に先立ち、既に双方の合意はあるが、改めて協力内容を文書で確認したい。

● 1998年に取り交わされた文書は双方の協力の可能性、必要な準備を検討したものと理解し

ているが、プロジェクト開始までは協力内容のコミットはできない。ＴＵ／ＤＰＴＣで関

連する覚書を交わす場合は、事前にＪＩＣＡ側と協議してもらいたい。

●現時点で考えられる協力は次のとおり。

・カリキュラム開発にかかる短期専門家派遣。派遣は１～２か月程度が限度。

・講師（専門家、ＤＰＴＣ職員）派遣。ただし、人数および期間には限度がある。

・授業用の教材・資料などの提供および実験・実習などの支援。

○担当者に確認して具体的な対応・検討を行うが、カリキュラム開発の専門家などが必要な

可能性はある。

（7）土壌保全流域管理局（ＤＳＣＷＭ）：３月 15日

〈出席者〉 土壌保全流域管理局：Mr. M. P. Wagley（局長）

プロジェクト専門家：比留間専門家

ＤＰＴＣ職員 ：Mr. R. H. Pantha（職員）

●プロジェクト計画（案）概要資料を提示し説明。地域防災モデルに関して、住民啓発・参加

型活動などの分野で経験の豊富なＤＳＣＷＭとの連携協力を考えたい。

○プロジェクト計画概要はよくできている。住民参加型活動に関しては、ＤＳＣＷＭは多く

の実績・マニュアルなどが豊富にあり、かなりの支援ができる。

・効率的かつ持続的な防災を考えれば、現地で入手可能な材料による低コストの防災工事、植

生工法（Bio-engineering）、住民参加が不可欠となる。
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・チサパニでの活動は、ＤＳＣＷＭの所管（Under responsibility）として欲しい。

＊開発福祉支援事業がＪＩＣＡ／ネパール赤十字の直接契約で行われ、局の関与が少ないこ

とへの不満を反映しているのではないかと思われる。（桧垣専門家）

○ＤＰＴＣへの職員の派遣については、現在のレベル３の職員（２名）ではなく、レベル２（課

長クラス）の配置を要望しているが実現されていない。ＤＯＩ、ＤＯＲなどからの出向職員

とのバランスを欠いており是正が必要と考える。

○ 1993年の激甚災害の開発調査を踏まえた協力を期待したい。

（8）ネパール治水砂防技術センター（ＤＰＴＣ）：３月 22日

〈出席者〉 ＤＰＴＣ ：Mr. K. P. Rizal（所長）

プロジェクト専門家：岡本チーフアドバイザーほか全専門家

短期調査団 ：亀江、佐々木、桧垣短期専門家

●調査団から調査結果を取りまとめた覚書案の内容を確認。プロジェクトの開始時期につい

ては 10月開始をめどとし、今後の具体的な作業を進めることとしたい。

○国際セミナーにおいて、日本・ネパール両国政府高官より「可能な限り早期のプロジェクト

開始」が述べられており、「as soon as possible」との表現としたい。

●作業次第では更に早い開始も不可能ではないが、逆に開始時期の遅れも起こり得る。早期

開始をめざすことに異論はないが、開始までに行うべき作業スケジュールを明確にし、着

実に作業を進めるためにも、開始のめどを明確にする必要があると考える。これを前提に

別途メモとして暫定作業スケジュールを作成したい。

○スケジュールの必要性は理解するが、開始時期については水資源省にも確認したうえで検

討したい。

（9）水資源省（ＭＷＲ）：３月 22日

〈出席者〉 水資源省 ：Mr. Y. T. Vaidya（次官補）

プロジェクト専門家：岡本チーフアドバイザー

ＤＰＴＣ職員 ：Mr. K. P. Rizal（所長）

●調査団から調査結果概要を覚書案に沿って説明。プロジェクト開始時期については 10月を

めどとして今後の作業を進めることとしたい。

○早期の開始、可能であればネパール王国の新年度に合わせた開始を要望する。

●実施協議調査団の派遣を含め、開始までに必要な作業を着実に進めるためにも、開始のめ

どを明確にして作業スケジュールを検討する必要がある。これを前提に別途メモとして暫

定作業スケジュールを作成して残したい。早期開始について関係者の一致した強い要望が
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４－１－２　モデルサイトと活動内容

（1）サイト調査

ネパール側およびＤＰＴＣプロジェクト専門家チームから提案された５サイト（図－１）

について、以下の観点から調査を行った。

①　対象とする災害現象（被災対象も含め）の同国における普遍性あるいは重要性

②　モデルサイトでの活動の目的と内容、想定される成果

③　モデル事業のデモンストレーション効果（地理的条件）

④　ＪＩＣＡ事業を含む他の開発事業との関連

⑤　関係機関との関連

⑥　住民参加型防災活動

⑦　防災教育の可能性

地域防災モデルとしての妥当性、 活動上検討すべき課題を明確にするため、付属資料

６．の調査メモに基づいて調査し、結果をまとめた。５サイトの調査結果を付属資料６－

１～６－６に示す。

ギルバリ川（ナワルパラシ郡）、バグマテイ川（カトマンズ市）、プリスビハイウェイ（カ

トマンズ市－ダデイン郡）、シャンテイバステイ（カトマンズ市）では、おおむねプロジェ

クトの目的に沿う活動が可能と思われたが、チサパニ（マクワンプール郡）については、す

でにＪＩＣＡの開発福祉支援事業により基幹防災工事、 参加型防災活動、防災教育、生計

向上活動などを実施中であり、モデル事業の必要性は低いと思われた。このため、近接す

るサイトで、ＪＩＣＡの開発調査によってチサパニと同様の事業の必要性が提案されてい

たフェディガオン地区についても調査を行った。

各サイトの調査結果は以下のとおりである。

1） ギルバリ川

これまでＤＰＴＣプロジェクトで手がけてきた河川に比べ規模は小さいが、急激に洪

水が発生するため、氾濫や河岸浸食災害が大きくなりやすい Flash floodタイプの河川

災害の代表例である。穀倉地帯であるテライ平原やインナーテライなど、シワリク山地

の山麓でこの種の災害が多発する。災害規模も技術的に対応可能と思われ、過去に住民

参加による灌漑施設建設がなされている。また、東西ハイウェイに近接していることか

ら高いデモンストレーション効果も期待できるなど、参加型防災のモデルサイトとして

妥当と思われた。ただし、住民には一般に教育水準が高くないタルー族の者がかなりお

り、防災教育手法などの検討のため、活動に先立って村落ベースライン調査が必要と思
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われる。

2） バグマテイ川

ムルパニ村サイトはカトマンズ市の近郊の農村にあり、テライ地方にも共通するよう

な、河床と周辺地の比高がほとんどない河川での氾濫・河岸浸食による農地の被災の代

表例である。サイト上流に橋梁を建設中で、ここで河道が固定されるため大規模な河道

変化の心配がないことや、サイトでの適切な対策が更に下流流路の安定に効果をもたら

す可能性もあるなど、場所的には適当と思われる。ただし、土地所有が複雑らしく、ま

た比較的高いカーストで構成されるなど、過去の例から考えて住民参加の可能性につい

ては、更に調査が必要と思われる。

3） シャンテイバステイ

カトマンズ盆地を構成する湖成層の軟弱な地盤の地すべり地で、ＤＰＴＣが手がけて

きた山地斜面の崩積土や変成岩の地すべりとはタイプが異なると予想されるものである。

川の浸食や宅地化が進むなど、人口の密集するカトマンズ盆地ではこの種の地すべり災

害の多発が懸念される。すべり面の位置などは不明であり、機器設置による観測が必要

であるが、地形的にみて、対策工による対応が可能な規模と判断される。ここでは、住

民による地すべり移動の監視を行うなど、自主防災活動のモデルケースとするとともに、

同様の地盤条件での地すべり危険箇所認識など、都市地盤災害の未然防止にも貢献でき

る。ただし、土地所有者と居住者が違うなどの問題があり自主防災活動実施の可能性に

ついては十分な検討が必要である。また、地すべり対策完了後に自主防災として地すべ

り監視をするのでは住民への説得力がないので、あらかじめこれらの実施順序をよく検

討する必要がある。

4） プリスビハイウェイ

首都と地方を結ぶ国内の最も重要な幹線道路であり、そのなかでも対象区間は、同国

の中部山岳地帯に共通の、特に崩壊しやすい地形・地質の箇所で、法面の浸食から土石

流化するような斜面崩壊まで、様々なタイプの崩壊が発生して交通障害を生じている。

ここでは、それらをハザードマップに示し、それに基づいた対策工法を検討、実施する

という一連の道路防災対策の進め方のモデルケースとすることが可能であり、対象区間

での崩壊対策の重要性だけでなく、その結果は同国の山岳道路など重要インフラへの防

災対策のモデルになるといえる。一方、道路局長から指摘があったように、人為的な道

路脇斜面の崩壊の誘発（例：採石による崩壊）も問題となっており、住民への防災啓発も
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対処すべき課題といえる。最重要道路だけに、これまでイギリスを中心として各種斜面

安定工事がなされており、工法やそれらの効果などのレビューが必要である。

5） チサパニ

上述したとおり本プロジェクトのモデルサイトにする必要はないと思われる。むしろ、

開発福祉支援事業と連携し、またその成果を取り入れながら参加型防災モデルを作って

いく方向で検討されるべきである。

6） フェディガオン

予定外ではあったがチサパニ調査時にあわせて視察した。同地区は1993年にごく小さ

な流域で土石流が発生し、その堆積域は今も農地復旧が不可能となっている。発生域で

は住民の採石による崩壊拡大も進んでおり、今後の災害防止のために防災意識の啓発が

必要と思われるが、ＥＵによるバグマテイ流域プロジェクトの対象地域との情報もある。

また、被災後行われた復旧支援や隣接するチサパニでの事例から、外部支援への安易な

依存心の形成が懸念され、モデル事業実施の必要性や住民参加の可能性について、更に

検討が必要と思われる。

モデルサイト調査結果報告の際に、土壌保全流域管理局の Wagley局長から、ギルバリ川

上流域など新たな候補地の助言があったが、同局の事業実施計画も調査したうえで、地域

防災モデルの目的に合ったサイト（技術的には土壌浸食、土石流など流域の生産・流出土砂

対策が目的となるサイト）を選定する必要がある。

（2）住民参加への配慮

モデル事業では、プリスビハイウェイを除いて、住民参加が実施の重要なポイントとな

るが、次の点を考慮する必要がある。

1） 住民参加は、単に工事や防災活動に住民を参加させるだけではなく、事業計画段階か

ら住民の Contributionできる部分を住民自らが見つけ、活動を進めるべきものである。

しかし、この段階では防災技術の見地が不可欠であり、計画作成主体はＤＰＴＣである

べきであろう。また、事業実施計画に先立つ住民防災教育も重要となろう。

2） 過去の事例からみて、住民参加工事と業者発注工事を同じ箇所で進めるのは、住民に

とって住民自身の無償による事業と営利を目的とした業者による事業の区分が不明確に
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４－２－１　ＤＰＴＣの体制整備

災害情報を受け、直ちに災害復旧チームを設置して、次の段階に移れるよう、ＤＰＴＣ内に

災害復旧課を設置するなど、組織面の整備に加え調査や応急復旧に必要な資機材を整備する必

要がある。

４－２－２　災害調査と復旧計画策定

ネパール王国では、雨期には各地で恒常的に災害が発生している。そこで、ＤＰＴＣと関係

機関が連携して現地調査を実施し、調査結果および予算も含めた災害復旧計画を取りまとめ、

これを提言として関係機関に提示する。さらに、これら調査箇所のなかからモデルサイトを選

定し、応急的な災害復旧モデル工事を実施することが適当と考えられた。

モデルサイトは、人員・機材の移動の難易を考慮し、災害時にも現地到達が容易と予想され

るカトマンズ盆地内の３市とその近隣２郡を対象とすることが適当とされた。また、関係機関

の代表によって構成される災害調査委員会を組織し、災害情報の交換を行うとともに、ＤＰＴＣ

が実施する災害復旧のモデル工事の実施箇所を決定するための災害調査委員会（仮称）を設置す

ることが提案された。また、村落レベルでの応急復旧活動の普及啓発を考え、関係出先機関と

連携して基本的に住民参加で実施するのが適当と考えられた。

調査については、対象を全国としたうえで（地域を特定しない）、モデル工事の実施を上記３

市２郡とするのか、また、必要機材と関連して、ヘリや航空機を利用した調査とするのか、ビ

デオ・写真撮影などで対応するのか、復旧計画策定を考え垂直空中写真まで撮影するのかなど

が議論となった。垂直空中写真は激甚な災害発生時の調査・復旧計画には有効であり、また、調

査し落としが生じない利点があるが、雨期に迅速な撮影が可能なのかどうか、また現在国内に

ないカメラ搭載可能な飛行機の利用が可能なのかどうかなどの情報が必要であり、更に検討す

ることになった。

災害応急対応全体として、これらプロジェクトで行う調査・計画策定・モデル工事の手法と

成果を評価し、事例集・マニュアルにまとめ、災害復旧にかかる関係機関の提言を行うことと

した。また、我が国の具体的な災害復旧事例などを紹介し、応用することも非常に有益と思わ

れる。

４－３　防災ネットワーク

ネパール王国ではＤＰＴＣのみならず、国際機関の援助やＩＮＧＯによる、ハザードマップの

試作・防災に関連のある各種研修・セミナーなどが実施されはじめている。また、ＵＮＤＰを中心に

災害・防災情報のデータベースを作り、災害管理に生かそうとする動きもある（ＵＮＤＰ／ＮＧＳ、

1997）。効果的・効率的な災害発生時の対応や防災計画立案には、防災に関連ある各機関との災害・
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（3）災害復旧（災害調査・復旧計画立案・応急復旧など）

（4）ＧＩＳ

４－３－２　関係機関への技術・情報普及および支援

各種開発計画や地域の防災対策立案にかかる技術的支援はＤＰＴＣの重要な業務となってお

り、件数も年々増加している。プロジェクトでは、こうした関係機関や住民組織からの技術的

支援にかかる要望への対応力をさらに強化することが求められている。また、このような業務

はともすれば机上の知識に偏りやすいカウンターパートが、防災技術・知識を実践的なものに

するためにも有効な機会となっている。

ただし、ほかの多くの活動と並行して対応すると、業務量が多くなり、現在の組織体制では

混乱が生じることも懸念される。このため、要望の受入れ窓口や、技術課題別に対応する組織

体制、さらに可能な技術支援の範囲などを検討しておく必要があると思われる。

４－３－３　トリブバン大学における防災科目開設の支援

ネパール王国では防災技術の知識を持った技術者の養成が急務であり、技術者を育てる高等

教育機関で防災に関する教育を実施することは、きわめて有効といえる。

これまで、国立トリブバン大学工学部（ＩＯＥ／ＴＵ）で、土木工学科学士課程の最終年次学

生の選択コース（１学期）として防災コースの開設が計画されており、1998年３月にＤＰＴＣに

開設への協力が打診された。その後、ＤＰＴＣとＩＯＥの事務レベル間で、協力の内容やコー

ス開始時期について協議が行われ、ＩＯＥからはコースのデザイン・講師陣の検討・ＤＰＴＣ

からの講師派遣、さらに資金面での協力も検討してほしい旨の話があった。また、開設時期に

ついては、カリキュラムなどの検討・大学内での決定・ＤＰＴＣが関係省庁以外の機関への協

力を行うことの認可などに要する時間を考え、ＤＰＴＣ側では1999年 10月を案として提示して

きた。

今回は、その後のＩＯＥでの準備進捗状況や実施意思を確認するため工学部長・副学部長と

協議を行った。そのなかで、日本側として資金的な支援は困難であること、プロジェクトの開

始時期が1999年後半となる見込みであることから、1999年 10月からのコース開始は困難である

と思われることを説明した。ＩＯＥ側では 1998年以降具体的な準備などは行われていないもよ

うであり、具体的な内容およびスケジュールなどは提示されなかったが、カリキュラム開発・

授業・研究にかかる技術的支援を通じて双方の提携を進めるとともに、講師人材リソースを開

発することを、本プロジェクトの活動内容とするのが妥当と考えられた。開設時期については、

2000年の新学期（10月）をめどとすることを確認した。
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３．全体活動計画書（案）

４．ネパール治水砂防センタープロジェクト・フェーズⅡ（仮称）について
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付属資料６．モデルサイト調査メモ

モデルサイト調査メモ サイト名：　　　　　　　　　　　　　　　（所在地：　　　　　　　　　）

（記録者：　　　　　　　　　　） 調査月日： 調査方法：

調査項目 結　　　果

対象災害（課題）

地勢・地理条件

対象集落数・人口・主要産

業・就業形態等

災害と対策の現状

（災害の種類・時期・被害、

対策・防災事業）

防災事業要望の経緯と内

容

モデル事業の構成

（目的と活動）

想定される技術・工法と

投入

住民参加型活動の有無と

形態

モデル事業の成果

（目的）

波及的成果／効果

専門家・カウンターパー

トのM/M（年：5年平均）

既存の住民組織の種類と

活動内容

他の開発・インフラ整備

事業計画と実施機関

政府関係出先機関の有無

と活動内容

NGO等の活動の有無と内容

学校の有無、防災教育の

可能性

KTM・主要地方都市からの

距離・所要時間

治安状況（マオイスト活

動等）

その他（カースト配慮

等）・所感（要確認事項・前

提条件等）

（災害） （対策）

（要望元） （内容）

（目的） （活動）

（技術・工法） （資機材等）

（種類） （内容）

（成果／成果物）

（成果／効果） （内容）

（専門家）

（C/P）

（種類） （内容）

（実施機関） （内容）

（出先機関） （内容）

（NGO等） （内容）

（種類と規模） （可能性）

（カトマンズより） （最寄りの主要都市より）
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モデルサイト調査メモ サイト名：ギルバリ川（タムサリヤ村バクラ）　　　（所在地：ナワルパラシ郡）

（記録者：亀江、佐々木、桧垣） 調査月日：1999/3/16　　　　調査方法：現地調査、村長ほかからの聞き取り

調査項目 結　　　果

対象災害（課題）

地勢・地理条件

対象集落数・人口・主要産

業・就業形態等

災害と対策の現状

（災害の種類・時期・被害、

対策・防災事業）

防災事業要望の経緯と内

容

モデル事業の構成

（目的と活動）

想定される技術・工法と

投入

住民参加型活動の有無と

形態

モデル事業の成果

（目的）

波及的成果／効果

専門家・カウンターパー

トのM/M（年：5年平均）

既存の住民組織の種類と

活動内容

他の開発・インフラ整備

事業計画と実施機関

政府関係出先機関の有無

と活動内容

NGO等の活動の有無と内容

学校の有無、防災教育の

可能性

KTM・主要地方都市からの

距離・所要時間

治安状況（マオイスト活

動等）

その他（カースト配慮

等）・所感（要確認事項・前

提条件等）

中規模河川の河川の河岸浸食、氾濫からの集落、農地の保全

＜シワリク山地山麓部の典型的なFlash floodタイプの河川の防災＞

ナラヤニ川支川シワリク山地から発するギルバリ川下流部（勾配1/200、河床：砂利）。

幹線国道近傍。左岸；段丘（国有林地）、右岸；幅200-400mの扇状地性平地（耕地、人家）。

Tamsariya村：2000戸、10万人（詳細要調査）。直接対象はBhaqra地区：約500戸、3000人。

農業：稲、麦、トウモロコシ、ポテト、家畜で平均0.3ha/戸

（災害） 毎年雨期に氾濫,河岸浸食あり。1990年人

家流出。約10年間で幅30m以上の耕地が流出。

（対策） 郡灌漑事務所からの資材提供で住民によ

り蛇篭水制、護岸工施工。

（要望元） 郡開発委員会、村開発委員会よりDPTC

に文書で要望。

（内容） 護岸、築堤工事の要望

（目的） 1）工法開発と住民参加工事による低コス

ト化、2）参加型防災活動

（活動） 1）-1 現地資材を多用した工法の開発、1）-

2 住民参加による工事実施、2）-1 村落レベルで

の洪水対応習慣令の作成、2）-2 リスクマップ作成

と住民による利用、2）-3 防災意識形成（防災教育、

掲示板、水位観測等）、3 ）結果評価、マニュ

アル作成

（技術・工法） 1）護岸工、簡易な嵩上げ、2）樹林帯

形成（植樹）、3）水制工

（資機材等） a）現地材料：砂利、樹木苗、木材、

そだ等、b）国内購入：土のう袋、鉄線（GI-wire）

（灌漑事務所から）等

（種類） 1）工事実施及び維持管理、2）日常、緊急時

の防災活動

（内容） 1）土のう作り、簡易な土工、植樹、および

完成後の修繕等、2）水位観測,水防活動等

（成果／成果物） 1）住民レベルで実施可能な地域防災モデルの形成（工事＋防災意識＋防災活動）、

2）防災モデル事例集、マニュアル、防災教育副読本

（成果／効果） 農業生産性向上 （内容） 灌漑施設を保全できる。

（専門家）

（C/P） Engineer 1.0、Overseer 1.0

（種類） 地域水利組合（灌漑施設user group委員）

11名

（内容） 不詳

1999年に住民負担（約5万Rs）で灌漑用取水口建設

（実施機関） なし （内容）

（出先機関） DOI郡灌漑事務所、DSCWM郡土壌保全

事務所

（内容） 地元に対してはGI-wire提供（上流域での

Watershed Managementにつき検討）

（NGO等） WID関連INGO；詳細不明 （内容） 女性対象職業訓練等、詳細不明

（種類と規模） 中等学校（約2000人）（対象集落より

2-3km）

（可能性） 可能性あり、関係者の関心は不詳

（カトマンズより） （最寄りの主要都市より）

車5時間（空路30分＋車1時間） Narayanghat市より車1時間

不詳

カースト：タルー族中心でネパール語が通じないことがある。識字率調査要。

・幹線道路から近くデモンストレーション効果大。サイトの規模,位置も妥当。

・浸水リスクマップについては作成方法の検討が必要。

・村落ベースラインサーベイが必要。

・DPTCから遠いが、現地定着型のJOCVとの連携を検討したい。
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モデルサイト調査メモ サイト名：バグマティ川（カトマンズ市ムルパニ村）　　（所在地：カトマンズ市）

（記録者：亀江、佐々木、桧垣） 調査月日：1999/3/18　　　　　調査方法：現地調査、村長等からの聞き取り

調査項目 結　　　果

対象災害（課題）

地勢・地理条件

対象集落数・人口・主要産

業・就業形態等

災害と対策の現状

（災害の種類・時期・被害、

対策・防災事業）

防災事業要望の経緯と内

容

モデル事業の構成

（目的と活動）

想定される技術・工法と

投入

住民参加型活動の有無と

形態

モデル事業の成果

（目的）

波及的成果／効果

専門家・カウンターパー

トのM/M（年：5年平均）

既存の住民組織の種類と

活動内容

他の開発・インフラ整備

事業計画と実施機関

政府関係出先機関の有無

と活動内容

NGO等の活動の有無と内容

学校の有無、防災教育の

可能性

KTM・主要地方都市からの

距離・所要時間

治安状況（マオイスト活

動等）

その他（カースト配慮

等）・所感（要確認事項・前

提条件等）

小規模河川の河岸浸食及び氾濫からの農地の保全

＜テライ地方の河川にも共通する河床と耕地の比高がほとんどない地形での災害＞

カトマンズ盆地バグマティ川上流部、川幅20-30m、砂河川。河道変化の激しい河川だが数百m上流に

橋（建設中）あり、そこで河道は固定されている。両岸農地

約800戸、8000人、農業（米、麦、ポテト）主体であるが殆どの世帯では1-2人はカトマンズで職を得て

おり現金収入もある。経済的には標準程度以上と思われる。

農地右岸：所有者はムルパニ村民、左岸の所有者は、河川沿いはムルパニ村民が多いが、一部小作か他

村の民からなる（調査要）。

（災害） 毎年浸水被害発生、1993年に大災害、浸食

は右岸主体

（対策） 上水施設周囲のみ護岸あり。

（要望元） 村落開発委員会の要望 （内容） 河岸浸食及び氾濫の防止

（目的） 1）工法開発と住民参加,現地材多用による

低コスト化、2）参加型防災活動、3）防災教育

（活動） 1）-1 現地材を多用した工法、1）-2 住民

参加による施工、2）-1 村落レベルでの洪水対策習

慣例の作成、2）-2 防災意識向上（水位記録等）、3）

結果分析,マニュアル作成、4）防災教育

（技術・工法） 1）右岸：浸食＋氾濫防止対策、左岸：

氾濫防止対策（蛇篭、杭柵、RBM、植樹等）

（資機材等） a）現地材料：砂、竹、樹木、そだ等、

b）国内購入：土のう袋（Jute：3Rs/個、ビニール：

7Rs/個）、GI-wire（灌漑局から入手希望）

（種類） 1）工事施工、維持管理、2）日常、緊急時の

防災活動

（内容） 1）土のう作り、簡易な作業、植樹、修繕、

2）水位記録等

（成果／成果物） 1）住民レベルでのテライ型氾濫の防止を行う地域防災モデルの形成、2）地域レベルで

の河岸浸食、氾濫防止対策マニュアル、3）防災教育事例及び教材（副読本）

（成果／効果） 農業生産性の維持 （内容） 灌漑施設の保全

（専門家）

（C/P） Engineer 1.0、　Overser 1.0

（種類） 上水組合（委員11人、メンバーは約2000人）（内容） 組合とは別かもしれないが、DORの道路維

持工事（業者委託）で住民参加事例あり

（実施機関） なし （内容）

（出先機関） 上水事務所 （内容）

（NGO等） なし （内容）

（種類と規模） 初等学校300人（集落内）、中等学校

500人（3km離れている）

（可能性） 調査要

（カトマンズより） （最寄りの主要都市より）

KTM中心から車で30分

特に問題なし

・カースト：ブラマン、チェトリ75％、その他25％（比較的カーストが高い）

・カースト,都市近傍という面から住民参加可能性について検討要。

・村から市に500万Rsの要望（口頭）。

・デモンストレーション効果は高いものと期待される。
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モデルサイト調査メモ サイト名：シャンティバスティ　　　　　　　　　　（所在地：ラリトプール市）

（記録者：亀江、佐々木、桧垣） 調査月日：1999/3/18 調査方法：現地調査、聞き取り

調査項目 結　　　果

対象災害（課題）

地勢・地理条件

対象集落数・人口・主要産

業・就業形態等

災害と対策の現状

（災害の種類・時期・被害、

対策・防災事業）

防災事業要望の経緯と内

容

モデル事業の構成

（目的と活動）

想定される技術・工法と

投入

住民参加型活動の有無と

形態

モデル事業の成果

（目的）

波及的成果／効果

専門家・カウンターパー

トのM/M（年：5年平均）

既存の住民組織の種類と

活動内容

他の開発・インフラ整備

事業計画と実施機関

政府関係出先機関の有無

と活動内容

NGO等の活動の有無と内容

学校の有無、防災教育の

可能性

KTM・主要地方都市からの

距離・所要時間

治安状況（マオイスト活

動等）

その他（カースト配慮

等）・所感（要確認事項・前

提条件等）

湖成層軟弱地盤における地すべり対策（保全対象：人家、道路、耕地）

＜軟弱な地盤上の都市化域で発生する地すべりに対する技術開発と参加型防災活動＞

カトマンズ大都市圏、バグマティ川左岸。カトマンズ盆地に広く分布する軟弱な湖成層堆積物からなる

斜面上に位置。

被災地人口50人程度、地区人口1万人以上。新興住宅地で農業および都市労働者

（災害） 199年8月地すべり発生、6家屋および道路、

高圧送電線が被災。一部住民は避難中。

（対策） DOIによる護岸工事、DPTCによるボーリン

グや移動状況調査

（要望元） 国家計画局副局長,選挙管理委員会委

員、DOI事務所から要望

（内容） 地すべり防止工事の実施

（目的） 1）軟弱な地盤における地すべり対策の技

術開発、2）住民による防災活動の実施

（活動） 1）-1 地すべり調査,解析、1）-2 適正技術

の開発及び歩掛調査による施工方法合理化の検

討、1）-3 地すべりガイドラインの改訂、2）-1 地

すべり監視機器を用いた住民による地すべりの警

戒

（技術・工法） 1）河川転流工、2）地すべり表面排水

工、3）押さえ盛り土工、4）監視機器の利用

（資機材等） 供与機材：警報器付き伸縮計、水位計、

地下水位計、歪計等

（種類） 自主防災活動への参画 （内容） 観測機器の管理、情報の伝達

（成果／成果物） 1）軟弱な地盤の地すべり対策、河川改良にかかる技術（ガイドラインの改訂）、2）監

視システムの構築と住民による自主運営

（成果／効果） 土地利用政策への貢献 （内容） 自主防災の考え方を発展させ土地利用に

関する理解を深める。

（専門家） 軟弱地盤対策、地すべり監視分野の専門家

（C/P） 軟弱地盤地すべり対策Engineer 0.8、Overseer 0.5、Assistant hydrologist 0.１

（C/P） 監視Eng. 0.5、Ovs. 1.0、Ass. Hy 0.5

（種類） なし （内容）

（実施機関） なし （内容） なし

（出先機関） DOI灌漑事務所 （内容） 護岸工、水制工の実施

（NGO等） なし （内容）

（種類と規模） 不詳 （可能性） 地すべり範囲は限られているため学校

防災教育の可能性は低い。

（カトマンズより） （最寄りの主要都市より）

車で10分

問題なし

・都市の住宅地であるため、住民の結束力等に関し調査要。

・同様の地すべりの有無について都市部のバグマティ川沿いを調査要。

・地すべり対策工事（とくに河川転流工）の実施が自主防災活動実施に先行しないよう実施時期を検討

する。
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モデルサイト調査メモ サイト名：プリスビハイウエイ　　　　　　　　　　（所在地：ダデイン郡）

（記録者：亀江、佐々木、桧垣） 調査月日：1999/3/17 調査方法：現地調査

調査項目 結　　　果

対象災害（課題）

地勢・地理条件

対象集落数・人口・主要産

業・就業形態等

災害と対策の現状

（災害の種類・時期・被害、

対策・防災事業）

防災事業要望の経緯と内

容

モデル事業の構成

（目的と活動）

想定される技術・工法と

投入

住民参加型活動の有無と

形態

モデル事業の成果

（目的）

波及的成果／効果

専門家・カウンターパー

トのM/M（年：5年平均）

既存の住民組織の種類と

活動内容

他の開発・インフラ整備

事業計画と実施機関

政府関係出先機関の有無

と活動内容

NGO等の活動の有無と内容

学校の有無、防災教育の

可能性

KTM・主要地方都市からの

距離・所要時間

治安状況（マオイスト活

動等）

その他（カースト配慮

等）・所感（要確認事項・前

提条件等）

斜面、法面の崩壊による道路災害の防止

＜国、地域の経済基盤である道路の保全＞

カトマンズ盆地西郊、海抜1000-2000m程度の山地の斜面、峡谷部を国最大の幹線プリスビハイウエ

イが通過する部分（KTM＋5km-17km）。中部山地帯全体に共通する崩壊しやすい堆積岩、変成岩から

なる地帯

山間農村地帯（トウモロコシ、穀物、野菜等）でカトマンズへの通勤労働者もある。

（災害） 1998年雨期5か所で崩壊等による通行止

め発生し3日間カトマンズへの物資ストップ、毎

年同様の災害あり

（対策） DORにより擁壁等の防災工事実施

（要望元） （内容）

（目的） リスクマップを活用した崩壊タイプ別の

適正工法の開発,選択による道路防災対策（計画、

工事）の低コスト化

（活動） 1）-1 道路防災リスクマップの作成、

1）-2 1）に基く防災工事計画の作成

1）-3 崩壊対策工法の開発（歩掛調査による施工合

理化含む）

1）-4 結果評価とマニュアルの作成

（技術・工法）

1）道路防災リスクマッピング

2）道路法面崩壊対策工

（資機材等）

a）現地材料：工事資材

b）国内購入：空中写真（撮影予定）、地形図、GI-wire

c）供与機材：交通規制器具（対策工事時）

（種類） なし （内容）

（成果／成果物）

1）重要インフラ防災のためのリスクマップ作成、利用方法（ガイドライン改訂）

2）崩壊対策適正工法（事例集、ガイドライン）

（成果／効果） 基幹インフラに対する防災対策の

考え方

（内容） 対象に応じた防災対策の規模、種類の検討

のしかた

（専門家）

（C/P） Engineer 1.0、Overseer 0.5、Assistant Hydrologist 0.1

（種類） なし （内容）

（実施機関） DOR （内容） バイパス案あり

（出先機関） DOR出先事務所 （内容） 道路維持修繕工事

（NGO等） なし （内容）

（種類と規模） なし （可能性）

（カトマンズより） （最寄りの主要都市より）

車で30分-1時間 同左

不明

・リスクマップにおいてはさまざまなタイプの斜面災害を対象にしたものを考える。

・すでにがけ崩れ対策事例が道路沿いにあるので、それらも分析しながら工法を検討する必要があ

る。

・到達容易、各種崩壊タイプの存在、重要度などから見て適当な地域で、デモ効果高い。

・斜面崩壊の人為的要因も考えられ、住民啓発活動を入れることを検討する必要あり。
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モデルサイト調査メモ サイト名：アグラ村チサパニ地区　　　　　　　　（所在地：マクワンプール郡）

（記録者：亀江、佐々木、桧垣） 調査月日：1999/3/19 調査方法：現地調査・聴き取り

調査項目 結　　　果

対象災害（課題）

地勢・地理条件

対象集落数・人口・主要産

業・就業形態等

災害と対策の現状

（災害の種類・時期・被害、

対策・防災事業）

防災事業要望の経緯と内

容

モデル事業の構成

（目的と活動）

想定される技術・工法と

投入

住民参加型活動の有無と

形態

モデル事業の成果

（目的）

波及的成果／効果

専門家・カウンターパー

トのM/M（年：5年平均）

既存の住民組織の種類と

活動内容

他の開発・インフラ整備

事業計画と実施機関

政府関係出先機関の有無

と活動内容

NGO等の活動の有無と内容

学校の有無、防災教育の

可能性

KTM・主要地方都市からの

距離・所要時間

治安状況（マオイスト活

動等）

その他（カースト配慮

等）・所感（要確認事項・前

提条件等）

地すべり、崩壊やガリー浸食危険性の高い山腹集落、農地の斜面災害からの保全

＜防災工事や警戒避難などの防災活動への住民参加、村落振興と一体となった防災＞

トリスリ川支川最上流部の山腹斜面、海抜2000m程度。千枚岩等中部山地に一般的な地質からなる。

毎年雨期に浸食が進み農地が減少している。

アグラ村チサパニ地区：128戸、845人。農業：カリフラワー・キャベツ・ポテト等。

現在は開発福祉支援事業（CCDDPP）による賃労（男Rs80、女Rs70）収入あり。

（災害） 1993年7月の集中豪雨で耕地の半分近くが

崩壊等で流出。その後、1998年には地すべりも発

生。

（対策） JICA開発福祉支援事業で、ネパール赤十

字が1997年度より防災教育を含めた社会教育や渓

流工事、山腹工、植林などを実施中。

（要望元） DOSC（基幹的防災工事部分は無償資金協

力が要請された）

（内容） JICA開発調査の結果を受け、災害復旧工

事と住民参加型防災（ソフト含む）を提案。

（目的） 参加型防災モデル（工事を含む防災活動へ

の住民参加、防災意識形成）の形成

（活動） 1）住民参加防災活動とそのための工法、

警戒避難用資料等の開発、実施、2 ）防災教育、

3）地域防災マニュアルの作成

（技術・工法） 1）蛇篭構造物、2）植生工法、3）啓

発用読本、ビデオ等

（資機材等） 1）現地材料：石、草木苗等、2）国内購

入：鉄線、土のう袋、セメント、3）その他：読本、

ビデオ作成

（種類） 開発福祉支援事業（CCDDPP）にかかる防災

構造物建設工事、農業開発、防災教育、警報避難、

他

（内容） 基幹構造物工事は業者発注工事。住民は賃

労及び一部工事の自主施工（OJT⇒実施）。農業開

発、避難警報等は1 2年度に本格化。避難シェル

ター9×9ｍ×4室（190万R、外注）、約400人収容、

平時は集会所・農産物倉庫として活用の計画。避難

システムは危険度により5 地域に雨量計設置、

住民による計測と警報システムを計画。最危険地

域は道路下19戸。他に小学校改修計画。

（成果／成果物） 住民レベルで実施可能な地域防災モデルの形成、防災モデル事例集、地域防災マニュ

アル

（成果／効果） 農村村落振興 （内容） 農地保全と、避難用施設の農産物保存や教

育への利用による集落の社会経済条件改善

（専門家） 0.3

（C/P） Engineer 0.5、Overseer 1.0

（種類） VDC、CCDDPPにかかるUser Group （内容） 不詳

（実施機関） 1）オムニ（NGO） （内容） 1）上水道整備

（出先機関） DOSCマクワンプール事務所、郡開発委

員会（DDC）

（内容） 郡の土壌保全事業

（NGO等）

①NRCS（ネパール赤十字）

②Omni　Devt. Society

（内容） ①CCDDPP実施機関、防災事業、住民坂型活

動の経験・能力は低い。現地職員はCCDDPPで雇用。

②上水道設置（世銀の支援）

（種類と規模） アグラ小学校：教師3、生徒135人。（可能性） CCDDPPにより実施予定。

CCDDPPで教員1人雇用予定。

（カトマンズより） （最寄りの主要都市より）

車3時間＋徒歩1.5時間 同左

JICA事務所情報では“特に顕著な活動は見られない地域”にあるが詳細は不詳。NRCSによると、事業を

する際事前にマオイストに打診しておく例もあるとのこと、調査要。

部族：タマン・グルン（タマンは元来移動民族）

NRCは住民参加型開発の知識・経験少ない。これまで住民は有償（男80R、女70R／日、食事提供等）

で参加しており、今後無償活動となった場合の参加は不透明。元々CCDDPPの資金を得て移住したい

との意向もある（牧野専門家情報）。持続性が課題。
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モデルサイト調査メモ サイト名：パルン村フェデガオン地区　　　　　　（所在地：マクワンプール郡）

（記録者：亀江、佐々木、檜垣） 調査月日：1999/3/19 調査方法：現地調査・住民の聴き取り

調査項目 結　　　果

対象災害（課題）

地勢・地理条件

対象集落数・人口・主要産

業・就業形態等

災害と対策の現状

（災害の種類・時期・被害、

対策・防災事業）

防災事業要望の経緯と内

容

モデル事業の構成

（目的と活動）

想定される技術・工法と

投入

住民参加型活動の有無と

形態

モデル事業の成果

（目的）

波及的成果／効果

専門家・カウンターパー

トのM/M（年：5年平均）

既存の住民組織の種類と

活動内容

他の開発・インフラ整備

事業計画と実施機関

政府関係出先機関の有無

と活動内容

NGO等の活動の有無と内容

学校の有無、防災教育の

可能性

KTM・主要地方都市からの

距離・所要時間

治安状況（マオイスト活

動等）

その他（カースト配慮

等）・所感（要確認事項・前

提条件等）

小流域での土石流被災危険性の高い農地・人家の保全とそのための上流域での浸食抑制

＜防災工事や警戒避難などの防災活動への住民参加、流域全体の保全＞

発電ダムのあるクリカニ川の最上流部、海抜1700-2000m程度。中部山地に一般的な地形・地質・土地利

用からなる。扇状地上に集落・農地があったが1993年土石流災害で壊滅。

382戸、平均4-5人/戸。農業：メイズ・カリフラワー・キャベツ・ポテト等。周辺での賃労：チサパニ

CCDDPPの賃労（資材運搬：1.5Rs/kg）従事者8人。（集落長Mr. Harkar Bahadur Tamang（Ward chairman）

による）

（災害） 1993年土石流により32戸被災、56人死亡。（対策） 1）扇状地部とその下流一部の災害後河道

安定工事（EC Bagmati Watershed Project）、2）

DDCからの予算で導流堤部分的に実施。

（要望元） DSCWM（災害復旧事業の無償資金協力要

請がなされた）

（内容） JICA開発調査の結果を受け、災害復旧工

事と参加型防災（ソフト含む）を提案。

（目的） 参加型防災モデル（工事を含む防災活動へ

の住民参加、防災意識）の形成そのための防災教

育。流域単位での防災のモデルにもなる。

（活動） 詳細未定

（技術・工法） 未定 （資機材等） 未定

（種類） 未定 （内容） 未定

（成果／成果物） 住民レベルで実施可能な地域／流域防災モデルの形成、防災モデル事例集、地域防災

マニュアル、防災教育事例及び教材（副読本）

（成果／効果） 農地復旧による農業基盤の安定化 （内容） 土石流対策により危険性の減った1993年

被災農地の回復。

（専門家） 不詳

（C/P）

（種類） VDC （内容） 不詳

（実施機関） DSCWM所管EUプロジェクト （内容） バグマティ川流域水源プロジェクトのモ

デルサイト。詳細不詳（牧野専門家情報）

（出先機関） DSCWMマクワンプール事務所 （内容） 郡の土壌保全事業、上記プロジェクト事業

（NGO等） （内容）

（種類と規模） 小学校：教師5、生徒約300人、1-5

年生

（可能性） あり

（カトマンズより） （最寄りの主要都市より）

車で3時間 同左

JICA事務所情報では“特に顕著な活動は認められない地域”であるが詳細は不明。調査要。

防災及び土石流被災地の復旧への要望は強いが、「技術・資金不足」を理由に、DPTC等からの支援を要

望。資金（賃金・資機材）が提供されれば取り組む意思はあり。

DDC/VDCから資金は捻出困難（集落長談）。1993年被災後の各種支援、チサパニの事例等により、外部支

援への依存心の高まりが懸念される。
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付属資料７．ＧＩＳ関連・桧垣専門家調査報告

ＧＩＳの利用目的、活動内容を明確にするため、事前調査の結果も踏まえながら別添資料１に

示した活動素案を作成し、活動内容の具体化や他機関との連携可能性を検討のため、既にＧＩＳ

を活用している機関と協議した。

訪問先は以下のとおりである。

・３月 21日 Dr. S. M. Amatya 森林土壌保全省森林研究調査局副局長

Dr. N. G. Ranjitkar トリプバン大学地理学教室教授

・３月 23日 Mr. S. R. Pathak ＵＮＤＰ Local Governence Programme（ＬＧＰ）

（元アジア工科大学ＧＩＳ／ＲＳ部門講師）

・３月 26日 Mr. B. Jha 公共事業運輸省道路局計画部副局部長

Mr. K. K. Shrestha 同部技師

（1）各機関の状況

各機関での活動、上記素案への意見および所感は次のとおりである。

1） 森林研究調査局

1999年７月完成をめざしてＦＩＮＮＩＤＡの援助により国内に現存する生物資源の量を知

ることを目的とした国内森林目録作りを行っている。平地は Landsat TMを使い山地は空中写

真で樹冠カバー率を調べ、森林状況を分類している。テライについては 1 9 7 8 年の L a n d

Resource Mapping Project（ＬＲＭＰ）の森林分布と 1990/91 年の Landsat TM dataを比較

し、森林の減少を調べた結果がまとまっている。同様の調査を５年ごとに予算を取って行う

考えであるとのことである。

使用ソフト：Arc-INFO、Arc View3.08、Erdas-PC7.5、-image8.3（ＲＳ＝ Remote Sensing＝

解析ソフト）、なお、人材育成にＩＴＣ（オランダ）修士コースへ留学する場合もある。ここ

からのデータの入手は、ＤＰＴＣが恒久組織となれば容易になるとのことである（ただし省間

の Agreementを事前に取ること）。

〈所感〉森林目録はＧＩＳデータとなっているが、素案に示したプロジェクトの活動にはや

やラフすぎる。しかし、モデルエリア選定において、対象流域（地域）の最近の森林状況変化

は参考になろう。また、森林状況分布の把握にここが保有する Landsat TMデータが使えない

か検討する必要がある。ただし、ＤＰＴＣでＲＳソフトを購入する必要がある。
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2） トリブバン大学地理学教室

これまでネパールのＧＩＳを推進してきた中心機関である。1995年から数多くの地図情報

のデジタル化を進めている。そのなかには Lutheran World Service（ＩＮＧＯ）の Disaster

Preparedness Projectで崩壊、洪水の危険エリアを調べたものもある。

また、ＵＮＤＰのＬＧＰ（Local Governence Programme）の仕事を引き受けており、２万5000

分の１マップから①コンター、②河川、③道路、④土地利用（1978年ＬＲＭＰのデータを利

用）、⑤集落、⑥ＶＤＣ／District境界、⑦ landslideの位置、をデジタル化しＧＩＳ情報と

している。

なおその対象地域は資料２、使用設備は資料３のとおりである。この作業はＧＩＳを使い

こなせる同教室ＯＢらが図幅１枚を毎日のフル作業 30日くらいでこなしている。

プロジェクト素案に対して、土砂生産量予測に河川沿いの土砂生産は対象としないのかと

質問があった。これには平均河岸浸食量や河床変動データが必要で、現在のところ考慮しな

い予定である。

〈所感〉これまで作られたＧＩＳによる hazard mapは対象現象の区別が不明確で十分な現地

調査、空中写真判読に基くものではないようである。当教室はＧＩＳの操作、利用や Man

powerに秀でており、ＤＰＴＣの危険箇所把握に関する技術とタイアップするのも有効と考え

られる。

3） ＬＧＰ／ＵＮＤＰ

ＵＮＤＰの進めるＬＧＰでは、中央集権から脱して地方主導の開発発展を図るために、20

の郡を対象に、ＤＤＣで集落、人口、土地利用などの社会状況のＧＩＳデータベースとマッ

プを作りつつある。対象郡は資料４のとおり。また、Participatory District Development

Programme（ＰＤＤＰ／ＵＮＤＰ）でも同様のＧＩＳデータを作っており全部で 44郡がカバー

されるとのことである。これらのデータは国レベルで国家計画委員会（ＮＰＣ）が共有できる

ようになっていて、データはそこから買うことができる。

Pathak氏から、ＧＩＳを活用したlandslideなどの危険箇所の分布把握方法について、ＶＤＣ

レベルでのリスト作成を依頼し、リストアップされた箇所を郡の関係事務所（ＤＯＳＣ、ＤＯＩ）

技師がＧＰＳを持ち込んで調査し、危険の程度と位置情報（ＧＰＳから得る）を持ち帰ってそ

れを digital map（ＧＩＳ）上に落とすというやり方が提案された。

〈所感〉このような郡レベルのデータの１つとしてハザードマップのデータを入れておくこ

とは、地方開発において非常に重要と考えられる。また、本プロジェクトでのモデルエリア

選定およびリスクの評価にもＬＧＰのＧＩＳデータは有効と考えられる。また、Pathak氏の

言う危険箇所調査方法は、空中写真では読み切れない危険度に関する情報を得るのに有効で、
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住民やＶＤＣに防災意識をもたせる効果も期待できるなど、考慮すべき提案である。

4） 道路局（ＤＯＲ）

Regional（国内は５地域区分）、Zonal、Districtの３段階でＧＩＳを用いて道路データベース

に関するマッピングを行っている（Road Statistical Mpping）。ただＤＯＲ独自ではあまり

進んでいない。今後道路計画もＧＩＳ上でやる考えはあるとのことである。その点でＤＳＭＰ

の案は道路防災計画にもリンクできると考える。ソフトはArc-INFO、GIS-Atlasまたロシアの

ソフトも入っている。

〈所感〉まだＧＩＳの利用はスタート段階である。しかし、世銀・アジ銀の道路建設援助で

はルート検討にあたりコンサルタントがＧＩＳを用いているケースがあるとのこと（詳細不

明）であり、その中で危険箇所調査でもＧＩＳが活用されているかどうかなど、調査する必要

があろう。

このほか、日本企業の現地法人として日本の都市地図のＧＩＳ入力を行っている G e o -

spatial consultant の作業実施状況も調査したが、日本で研修を受けたりネパール国内で

ＧＩＳの利用の基礎研修を受けたネパール人によって効率的に作業は進められていた。

各機関とも活動素案にとくに異論はなく、実務レベルではデータ共有に関しても協力的で

あった。したがって、活動内容としては、必要に応じ他機関のデータなども利用しながら

ＧＩＳ上でのハザードマップ作成とその情報提供による開発・防災計画への支援が考えられ

る。方法として、モデル的な地域を設定して行う（シワリクからテライに流れるラッカンデヒ

川流域が候補として上がっている）。

以上、各機関のＧＩＳ活用状況を調査したが、プロジェクトの実施までに次の点を検討あ

るいは考慮しておく必要があろう。

（2）検討および考慮すべき点

1） 検討点

a. ＧＩＳでは、地形などのデータ入力は時間を要する作業である。活動素案の内容を実施

する場合、それだけのために人員を確保するべきかどうか、むしろＧＩＳ利用現状から見

て外注などの方法も検討が必要。

b. 活動素案のほかの計画への支援でデータオーバーレイまで行う場合、データ精度・互換

性や方法が問題になる。実施内容も合わせてＧＩＳ機材の検討が必要。

c. ＧＩＳコーディネーターの養成：今後自立的なＧＩＳ利用に発展していくには、今回の

活動内容のみならず、さまざまなＧＩＳを用いた防災手法を立案・実施していけるコー

ディネーターが育たなければならない。短期専門家の投入とともに、身近な専門家として
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前述のＧＩＳ導入機関のネパール人の活用や途上国のＧＩＳ／ＲＳ利用を推進しているア

ジア工科大学への留学なども検討が必要。

2） 考慮点

a. 活動素案は表面浸食（土壌浸食）の分布予測を行うのにＲＳ dataを使うのでＲＳ dataと

ＲＳソフトが要る。

b. Pathak氏の危険箇所把握手法は一考に値する。今の縮尺の空中写真では地すべりの活動

程度はある程度しか読み取れない。斜面全体に人が住むネパール王国では、どこにどのく

らい危ない（危険度）斜面があるのかを知るのに住民の情報を活用するのがよい。しかし、

その場所を地図に落とすのは技術者しかできない。しかも、ネパール王国では技術者の読

図力は弱いうえ、地図の等高線が 20ｍ間隔なので地形が読みにくい。そこでＧＰＳの活用

が浮かび上がってくる。地図に自分で落としつつ同時にＧＰＳによる危険斜面の位置dataを

ＧＩＳdata上に落とすのであるが、これは、地方の担当事務所が管内にどんな災害危険箇

所があるかを知るよい機会であり、担当者がＤＰＴＣの研修受講者ならとくによいといえ

る。
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